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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

がん対策の進捗管理のための指標と測定の継続的な発展に向けた研究 
 

研究代表者 東 尚弘 国立がん研究センターがん対策情報センターがん登録センター センター長 

 

研究要旨 

本研究は、改訂された第 3期がん対策推進基本計画に定める進捗評価指標について、適切な指標を

選ぶための作業を行うとともに、第 2期の計画時に策定された指標の改善、測定方法の効率化などを

行うことを目的としている。特に、前回測定時に明らかとなった指標の課題を適切に改善していくこ

と、また測定が困難なために未測定となっている指標を測定すること、また今後の発展性を確保する

ことを旨としている。そのために、以前のデータの再解析を行うとともに、新しく小児を対象とした

患者体験調査の設計や、がん教育の指標の測定、Web を使った患者体験調査の実施可能性の検討など

を行った。また都道府県がん対策推進計画に関する情報収集を行うとともに、数理モデルの可能性に

ついて検討を行った。これらをもとにして、今後の適切ながん対策の評価を目指す。 

 

研究分担者氏名・所属機関名・職名 

 

東 尚弘   国立がん研究センター 

    がん対策情報センター 

    がん登録センターセンター長 

伊藤 ゆり  大阪医科大学研究支援センタ

ー医療統計室 室長・准教授 

小川 千登世 国立がん研究センター 

    中央病院 小児腫瘍科 科長 

樋田 勉   獨協大学経済学部 教授 

助友 裕子  日本女子体育大学体育学部 

       スポーツ健康学科 教授 

増田 昌人  琉球大学医学部附属病院 

がんセンター センター長 

松坂 方士  弘前大学医学部附属病院 

    医療情報部 准教授 

若尾 文彦  国立がん研究センター 

    がん対策情報センター 

    センター 

高山 智子  国立がん研究センター 

    がん対策情報センター 

    がん情報提供部 部長 

脇田 貴文  関西大学社会学部社会学科 

       心理学専攻・教授 

 

 

A. 研究目的 

本研究は、がん対策推進基本計画に定める

進捗評価指標について、以前からの研究班に

おける検討を引き継ぎ、これまでの指標・測定

の改善を行うとともに、また、本年度改訂され

た第 3 期がん対策推進基本計画に適合させて

適切な指標を策定・測定体制の構築を目的と

している。これまでは、指標の見直しを行うと

ともに、患者体験調査の質問紙設計と解析方

法の検討、および、未測定指標の測定、都道府

県との連携の模索などを行ってきた。今年度

は３か年計画の 2年目であり、大別して、①患

者体験調査の設計、②小児患者体験調査の設

計、③未測定指標の測定（がん教育）、④都道

府県との連携、⑤がん対策評価における数理

モデルの活用、のそれぞれのテーマにおいて

進めていくことを目的とする。 

 

B. 研究方法 

① 患者体験調査の設計 
今年度は、病院ではない場におけるがん患

者の経済的な負担状況や孤立状況に関する情

報を網羅的に把握するため、がん関連の患者

支援団体を通して調査協力を呼びかけ、協力

の得られた 4 支援団体、4 名に対して、約 90

分程度のフォーカス・グループ・インタビュー
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を実施した。 

また、方法論の検討として、患者体験調査の

データを用いて、欠測データの処理方法の検

討や、Web調査を用いた患者体験調査の実施可

能性についての検討を行った。 

 
② 小児患者体験調査の設計 

小児がん患者を対象とした患者体験調査の

設計をするために、１）サンプリング方法、２）

調査票について、患者会の関係者等からのイ

ンタビューによる意見収集、がん対策推進協

議会での検討を行い決定した。 

 
③ 未測定指標の測定（がん教育） 
 文部科学省が行っている、がんの教育総合

支援事業の担当部署である初等中等教育局健

康教育・食育課がん教育推進係が取りまとめ

ている事業実施校の児童生徒を対象としたア

ンケート結果のうち、平成 28年度版データの

提供を受けた。これをアンケート調査は平成

28年度のモデル校 172校（24道県 2市）のデ

ータを、小学校 7道県、中学校 20道県、高等

学校 19道県の校種別に層化して解析を行った。 

 また、同時に外部講師の活用整備を進める

うえでの課題を抽出するために、9県の教育委

員会がん教育担当指導主事ならびにがん対策

担当課職員を各 1 名招聘し、平成 30 年 12 月

14日にワークショップを実施した。 

 

④ 都道府県との連携 
青森県では、がん診療連携拠点病院の指定

において大きな動きがあった。地域がん診療

連携拠点病院が以前は 6 施設あったものが、

３施設に減少し、その結果、がん診療連携拠点

病院のない医療圏が増加している。これらの

要因を検討した。 

沖縄県においては、国のがん対策推進基本

計画の指標を見直すために、ロジックモデル

を用いて、分野ごとにロジックモデルの表に

落とし込む。その上で、分野アウトカム、中間

アウトカム、施策、それぞれの指標について、

検証した。そのうえで、沖縄県のがん計画にお

ける評価指標を検討した。 

 

⑤ がん対策評価における数理モデルの活用 
現実の調査はすべての事象を調査により明

らかにすることは不可能であり、一定の調査

結果をもとに、様々な仮定下におけるシミュ

レーションを行ってがん対策に役立てるとい

うことの可能性に期待が寄せられている。そ

こで、今後のがん対策評価に資するために、海

外の事例については Pubmed および Internet

検索により“cancer control”, “simulation”, 
“microsimulation”等のキーワードにより、が

ん対策に数理モデルを活用するための研究や

実際に対策に実装された事例を収集した。 

 

 

C.研究結果 

 

①  患者体験調査の設計 
経済的困窮があると感じられる事例や状況、

孤立する状態と感じられる事例や状況につい

て、それぞれにあげられ重要な要素として

様々な事情が抽出された。その中で、食費を削

った、家族が進学を変更した、貯金を切り崩し

た、などの一定程度広く当てはまると考えら

れる状況を選択して、患者体験調査における、

経済的困窮の状況を把握する質問において反

映させた。 

Web 調査と郵送調査の比較においては、Web

調査のほうが回答管理がなされていることか

ら、回答の抜けなどは少ないものの、回答傾向

が分かれる質問項目もあり、検討が必要と考

えられた。 

 

 

②  小児患者体験調査の設計 
サンプリング：対象抽出は院内がん登録（国の

指定するがん診療連携拠点病院 434 施設＋小

児がん拠点病院 15施設）から、小児がん（18

歳未満）の患者を全数対象として抽出するこ

ととした。抽出期間は 2014 年および 2016 年

の院内がん登録患者にたいして行うこととし

た。また、プライバシー保護の観点から施設当

たりの対象患者数が 3 名以下の施設について

は、除外することとした。 
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質問項目：成人で設定されたカテゴリーに加

えて、海外の小児特有の質問項目を設定する

ための参考となる情報を得て、小児独自のカ

テゴリー追加についての検討も行った。診断・

治療についての本人への説明、情報提供、教育

などに関する質問の他、今後の調査につなげ

るための検討を行い、項目を追加した。 

 

③  未測定指標の測定（がん教育） 
 表 1 に全国・道県別がん教育指標の推計値

を示す。「早期発見すれば、がんは治りやすい」

について「正しい」と回答した者の割合は、小

学校 85.7％、中学校 92.7％、高等学校 73.3％

であった。「がんと健康について、まず身近な

家族から語ろうと思う」について「そう思う」

または「どちらかといえばそう思う」と回答し

た者の割合は、小学校 80.1％、中学校 79.1％、

高等学校 57.3％であった。中でも、「そう思う」

と回答した者の割合は、小学校 51.5％、中学

校 39.1％、高等学校 27.7％であった。外部講

師活用の整備については、全 156 枚の付箋に

書きだされ、24のコードが得られ、11 のサブ

カテゴリに分類された。詳細は個別の分担研

究報告に譲る。 

 

④ 都道府県連携 
青森県の地域がん診療連携拠点病院の指定が

見直しされた原因は医師不足により指定要件

を満たせない状況が生じたためである。これ

は県がん対策推進計画にも影響を及ぼすと考

えられる。 

沖縄県の第 3 次沖縄県がん計画に関して、ロ

ジックモデルで策定した分野アウトカム、中

間アウトカム、個別施策の指標が含まれた。 

 

⑤ がん対策評価における数理モデルの活用 
検索された論文の 8～9 割が 2010 年以降に発

表された比較的新しい論文だった。2017 年以

降に限ると子宮頸がんにおいて HPV 感染やワ

クチンを扱ったものが増加していた。最近の

論文の特徴としては遺伝子多型に応じた分子

標的薬の Cost-Effectivenessなど「個別化医

療（personalised medicine）」に関連した研究

も増えている。また、がん種や介入を限定した

ものだけでなく、予防医療介入を比較するも

のなど、政策の優先順位付けの意味合いで

microsimulation model が活用される研究も

発表されていた。Microsimulationのプロジェ

クトとして主なものは、CISNET（米国）、

OncoSim(カナダ)などが見られた。 

 

⑥ 米国患者体験調査の翻訳とパイロット 
米国の標準的な患者体験調査である、CAHPSに

おいてがん患者に特化した質問紙が開発され

たため、それを日本語版に翻訳し、インターネ

ット調査会社の患者パネルにおいてテストを

行い、その特性を検証した。 

 
 

D.考察 

今年度の成果としては、着実に研究目標に

向けて、各種の研究・調査活動を準備して、一

部の結果が出始めて、一義的な解析を開始し

た段階にある。特に本研究の結果をもとに、患

者体験調査の質問紙は確定し、全国の病院の

協力を得て調査を実施し、次年度に解析を行

っていく段階となっている。 

また、小児の患者体験調査も成人の課題と

はまた異なる諸問題があるため、それらを患

者団体の代表と話し合うことで一定のコンセ

ンサスを得ることができ、がん対策推進協議

会の承認を経て、国立がん研究センターにお

いて倫理審査を行っている。 

患者体験調査はがん対策の効果を測定する

ためにその受益者たる患者に直接、その体験

を問うものであり、非常に重要視している。し

かし一方で、患者に質問紙を送付することに

関する医療者の抵抗感は根強いものがあり、

現状のままでの調査継続は、病院の協力を得

る段階での回答率に問題が残ってしまう。こ

れは調査結果の代表性に対する脅威となる。

今後はより十分な工夫が必要と考えられる。 

 患者体験調査は前回よりも対象施設も対象

患者数も増加させたものの、費用の大部分は

郵送費が占めている。その問題を軽減するた

めには Web 調査など、サンプル数によって費
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用が影響されないような仕組みが必要と考え

られる。しかし一方で、Web によって回答する

際の、質問紙への回答と異なる心理状態や、回

答傾向が質問媒体によって影響される可能性

などを鑑みると、安易に Web 調査に切り替え

るには時期尚早かもしれない。 

 がん教育は大きな話題であり、文科省の事

業の成果もあって着々と進められている印象

である。しかし、疾病に関する知識は、がん予

防を強調しすぎると、がんに罹患したものは

予防を怠ったものであるとの偏見につながっ

たり、がん検診に関する過信はエビデンスの

確立していない検診の要望につながったりす

る。単純な理屈の通りに行かないのが、疾病予

防・対策・医療であり、それを学校教育で教え

られるのか、という本質的な課題を含んでい

るものと考えられる。検診による過剰診断の

知識などは医療者であっても乏しいといわれ

ている。現状では、講師の確保に現場が苦労し

ているということが明らかになっているが、

この難しい内容を、教育の専門家ではない、医

師や医療者が教育できるのか、ということも

併せて検討していかなければならない。 

 

 

E.結論 

3年計画の 2年目であり、計画された調査・

研究において実施が進んでいるところである。

様々な段階を経たうえで、がん対策評価の中

心的存在である、患者体験調査は進んでおり、

3年目内には結果を報告する予定である。また、

今後を踏まえたがん対策評価の方向性につい

ても都道府県連携なども含めて今後検討をし

ていく。 

 

F.健康危険情報 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

がん患者体験調査における経済的な困窮状況や孤立する状態を把握するための指標改善

に向けた検討 

 

 研究分担者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部 部長 

 研究分担者 若尾 文彦 国立がん研究センターがん対策情報センター センター長 

 

要旨 

本研究では、がん患者の経済的な負担状況や孤立状況に関する情報をより網羅的に把

握し、がん患者体験調査に必要な設問を作成することを目的とした。 

がん患者支援者の立場でさまざまな患者さんから相談を受けるがん関連の患者支援団

体を通して調査協力を呼びかけ、協力の得られた 4支援団体、4名に対してフォーカス・

グループ・インタビューを実施し、経済的困窮と患者が孤立する状態の 2 つのテーマに

ついて重要と考えられる要素や質問に取り入れる要素の抽出を行った。 

その結果、経済的困窮な状況にも影響を及ぼす地域の状況や若年世代のがん、希少がん

の特有の背景があることが示され、そうした状況を反映した設問に洗練できたのではな

いかと考えられる。一方で、経済的な困窮の度合いが高い場合には、質問紙などによる把

握そのものが難しいとも考えられ、質問紙以外の手法や把握方法などの検討も必要では

ないかと考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

がん対策を進める中で、がん対策の進捗状況を

把握するための指標の開発が求められている。第

2 期がん対策推進基本計画においては、全体目標

の達成度を測定する指標について、①「医療の進

歩」、②「適切な医療の提供」、③「適切な情報提

供と相談支援」、 ④「経済的困窮への支援」、⑤「家

族の介護負担の軽減」、⑥「がんになっても孤立し

ない社会の成熟」の 6つの要素があり、これらの

指標測定が 2014 年の「患者体験調査」により実施

された。しかしながら、６つの要素のうち、特に

経済的な負担に関する内容やがんになっても孤

立しない社会の状況に関して把握するための設

問の測定結果について、想定とは異なる印象を持

つ者が多く、設問が適切に状況を把握するものに

なっていないのではないかとの指摘があげられ

た。原因として、設問が適切に状況を反映するも

のになっていないことや、本人から直接的に状況

が把握しにくい（困っている状況を答えにくい、

答えたくない）などの状況があることが考えられ

た。 

本研究班では、昨年度、さまざまな経済的な困

窮状況にある人々に接する機会のあるがん相談

支援センターの相談員へのインタビューを通じ

て、がん患者の経済的な負担状況や孤立状況に関

する把握を行った。今年度は、病院ではない場に

おけるがん患者の経済的な負担状況や孤立状況

に関する情報を網羅的に把握するため、医療関係

者でない立場の患者会関係者を通じてインタビ

ュー調査を行い、患者体験調査の設問に必要な要

素およびより適切に状況を把握するための設問

を洗練することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

がん患者支援者の立場でさまざまな患者さん

から相談を受けるがん関連の患者支援団体を通

して調査協力を呼びかけ、協力の得られた 4支援

団体、4名に対して、平成 30年 7月 5日にフォー

カス・グループ・インタビューを実施した。イン

タビュー参加者の 4名は、各地域あるいは全国で

患者支援団体を運営し、相談を受ける立場にある

支援者であった。各患者支援団体の疾患や相談内

容の特徴は、表１のとおりである。 
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表 1. フォーカス･グループ・インタビューに参加した患者支援団体の特徴 
患者支援 
団体 

主にカバーする
地域 

対応する 
がんの種類 

対応する 
年齢層 

相談内容の特徴 

A. 県内 全般 全般 離島在住者が本島で治療を受ける相談あり 
B. 県内 全般 全般 在宅緩和医療を受ける際などの相談あり 
C. 全国 希少がん 全般 希少がんのため、診断までに複数の医療機関に

かかる相談あり 
D. 全国 全般 AYA世代 若い故に、お金がない、誰に相談していいかわ

からない、診断が困難であることで複数の医療
機関にかかる相談あり 

 

フォーカス・グループ・インタビューは、約 90

分程度で、経済的困窮と患者が孤立する状態の 2

つのテーマについて「相談の場面で出会う“経済

的に困窮している状態”と感じられる状況につい

て具体的にあげてください」「“患者が孤立する状

態”と感じられる状況について具体的にあげてく

ださい」と司会が投げかけ、自由にディスカッシ

ョンしてもらう形式で、話の内容を録音し、逐語

録を作成した。それぞれの状態について話された

内容のうち、重要と考えられる要素や質問に取り

入れる要素の抽出を行い、調査時点での質問項目

案の更なる改善案の検討を行った。 

（倫理面への配慮） 

インタビュー前に、調査への参加は任意であり、

参加しない場合でも不利益が生じないこと、調査

内容は録音し、逐語録を作成すること、また逐語

録作成にあたっては、個人が特定されないよう情

報を加工し分析に用いることを説明し、文書によ

る同意を得た上でインタビュー調査を行った。 

Ｃ．研究結果 

経済的困窮があると感じられる事例や状況、孤

立する状態と感じられる事例や状況について、そ

れぞれにあげられ重要な要素として抽出された

内容（例）を表２に示した。また追加・修正質問

項目案を表３に示した。 

表２．経済的困窮や孤立する状態と感じられる事例や状況（例） 
１．経済的困窮がよく起こりやすいと感じられる事例や状況であげられたもの（例） 
１）離島の居住者の場合に起こりやすいこと 
 離島に治療施設（放射線治療など）がない場合には、本土に行かざるを得ない。 
 離島の場合には、本土に行くための交通費がかかる 

 行政や民間で離島の交通費助成を行うところがあるが、いずれも上限があり、1万円程度と限られている 
 交通費以外にも、宿泊費、家族の付添費用などがかかるため、経済的負担は大きくなる 
 助成を受けるために申請書類が必要になる。医師に著名をもらう書式を使用しているがハードルが高い

ようである。紹介状のような形で費用を請求されることもある。 
２）若年世代のがんで起こりやすいこと 
 若年世代のがん、希少がんの場合には、診断がつくまでに複数の病院を回ることがある。そのたびに、検査費

用がかかることがあり、支払い負担が増えることがある。 
 若い世代は、医療保険に加入していないことも多い。 
 若い世代の場合、貯金がなく親に頼る人もいるが、消費者金融などに手を出してしまう場合もある。金融につ

いても知識が乏しい。 
 若い世代は、介護保険が使えないため、ステージが進み、在宅療養したい場合に、高齢な親が年金しかなく対

応しきれないといった相談を受けることもある。 
３）希少がんで起こりやすいこと 
 希少がんの場合に、専門の先生やセカンドオピニオンを聞きたい人も多いが、遠方まで交通費を払っていける

人、行けない人がいる。 
 治療薬が高額な場合、高額費療養制度はあるものの、処方のされ方により、本人負担が増えることがある。 
 転職・退職で保険者が変更になると、高額費療養費の多数該当から外れ、支払額が増えてしまうことがある。 
４）国の制度：生活保護申請を行うことで起こりやすいこと 
 経済的に困窮な場合に、生活保護の申請をすることがあるが、申請に困難を伴うことがある。 

 申請には、車を処分しなくてはいけないが、そうすると診療に通えなくなってしまう。バスではつらいな
ど。 
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 資産を手放さないと生活保護にはできないが、山はもっているからダメとか。山を売ろうにも買い手がな
く売れないなど。 

 生活保護には、保険を解約する必要があると言われる。保険を解約した場合に、残される子どもたちに残
せるものがなくなるなど、保険を手放して最後の日々に最低限の生活を営むために生活保護を受けるか、
生活保護を受けずにぎりぎりの生活で最後を送り、保険金を子供たちに残すかの選択を迫られるなど。 

 生活保護の申請には、趣味を持っていたらだめなど、人として暮らしていくことが二の次に扱われてしまう。
当然の権利のはずなのに、自業自得と言われているような感じ（印象）を受ける。治療の前に、人間としての
尊厳があるように扱われていないように感じる。 

 
２．孤立する状態がよく起こりやすいと感じられる事例や状況であげられたもの（例） 
 患者会に来る人たちがいつも言うのは、「どこにも話す機会がなかったです」と言ってやってくる 

 

表３．経済的困窮や孤立する状態を把握するための追加・修正した質問項目案 
【質問案】※下線は、修正・追加した部分 
１．経済的困窮への対応 
①問 医療費や交通費の負担のために、以下のようなことがありましたか。（当てはまるものすべてに○） 
1.治療を変更した、または途中でやめた 
2.受診の間隔を延ばしたり、受診を一時的に見送った 
3.処方された薬を減らしたり、受け取らなかった 
4.希望する医療機関の受診をあきらめた 
5.家族が進学をやめた 
6.食費を削った （←家族が進学をやめた、食費を削った を 2つに分けた） 
7.行政からの補助を受けた → 受けたものに○（傷病手当金、障害年金、生活保護、その他（  ）） 
8.民間からの補助を受けた → 受けたものに○（民間保険給付、民間での交通費補助、その他（  ）） 
9.貯金を切り崩した 
10.親戚やほかの人から金銭的な援助を受けた 
11.借金をした 
12.車や家、土地などを手放した 
13.その他（                ） 
 
以下の②③の問については、１，２および４，５の選択肢の状況に差があるため、３を設けてはどうか。 
②問 がんと診断される前の暮らしむきはいかがでしたか。 
1. 十分に余裕がある 
2. まとまったものもだいたい買える 
3. 生活に特に不自由を感じていない 
4. 食べるものに精一杯でほかのことには回らない 
5. 食べるものもままならない 
 
③問 現在の暮らしむきはいかがですか。 
1. 十分に余裕がある 
2. まとまったものもだいたい買える 
3. 生活に特に不自由を感じていない 
4. 食べるものに精一杯でほかのことには回らない 
5. 食べるものもままならない 
 
【質問案】 
２．がんになっても孤立しない社会の成熟 
①問 あなたはがんと診断されてから、家族からこれまでと違う見られ方や接し方をされ不用意に気を使われている
と感じますか？（○は１つ） 
 
1. よく感じる 
2. ときどき感じる 
3. どちらともいえない 
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4. あまり感じたことはない 
5. まったく感じたことはない 
6. 該当しない/わからない 
 
②問 あなたはがんと診断されてから、家族以外の周囲の人（ゆうじん、知人など）からこれまでと違う見られ方や
接し方をされ不用意に気をつかわれていると感じますか？（○は１つ） 
問 あなたはがんと診断されてから、職場や学校などで、これまでと違う見られ方や接し方をされ不用意に気をつか
われていると感じますか？（○は１つ） 
 

 

Ｄ．考察 

本研究では、医療機関とは異なる場で、がん患

者から相談を受ける支援者に協力を依頼し、経済

的困窮があると感じられる事例や状況、孤立する

状態と感じられる事例や状況について、それぞれ

にあげられる重要な要素について抽出を行った。

また、既存の設問に含まれていない要素を明確に

した上で、設問の修正と改善を行った。地域の状

況や若年世代のがん、希少がんで起こりうる特有

の経済的な負担の状況が示され、そうした状況を

反映した設問に洗練できたのではないかと考え

られる。 

一方で、今回のインタビュー調査でも示された

ように、経済的な困窮の度合いとがん治療への影

響を把握するためには、困窮状況の高い対象者に

ついては、質問紙などによる把握そのものが難し

いとも考えられ、そうした状況も踏まえて質問紙

以外の手法や把握方法などの検討も必要ではな

いかと考えられた。 

さらに今後、高額ながん治療薬やがんゲノム医

療の出現により、患者が治療や検査を受けるか受

けないかといった意思決定に影響する状況は増

えると考えられる。また経済的な背景により治療

や検査を断念する状況も増えると考えられる。適

切なタイミングでの情報提供や支援はますます

重要になると考えられ、患者体験調査の中での把

握していくことも必要になってくると考えられ

た。 

 

Ｅ．結論 

がん患者の経済的な負担状況や孤立状況に関

する情報を医療機関とは異なる場で支援する患

者支援者より網羅的に把握し、がん患者体験調査

に必要な設問を作成した。今後、既存の設問との

比較を行い、より適切に把握できているかを評価

していくことも重要である。また経済的な困窮状

況の高いがん患者の状況については、質問紙以外

の手法での把握や検討も行う必要があると考え

られた。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「患者体験調査」の欠測値の処理法等と次回調査の集計方法に関する研究 

 

研究分担者 樋田  勉 獨協大学経済学部 教授 

 

研究要旨 
平成27年「患者体験調査」のデータを用いて，欠測データの処理方法の検討を行った。また，国の

調査と都道府県の調査の集計値から，国全体の集計値と標準誤差を推定する方法について検討し

た。 

Ａ．研究目的 
本研究の目的は，（1）平成 27 年「患 

者体験調査」データの集計段階において， 
欠測データの処理方法を検討し次回調 
査データの分析に役立てること，及び， 
（2)次回調査における基本的な集計項 
目の計算方法を検討することである。 
 
Ｂ．研究方法 
（1）については，単位無回答と項目 

無回答の処理方法を検討する。（2）につ 
いては，患者体験調査が複雑な調査設計 
であることを考慮しつつ，国が行う調査 
の対象病院の集計値と，都道府県による 
追加調査の対象病院の集計値から，母集 
団全体の特性値の推定が理論的に適切 
に行えるか検討する。 
（倫理面への配慮） 
 該当なし 
 
Ｃ．研究結果 

（1）については，単位無回答は母集 
団情報に基づくカリブレーションウェイ 
トを用いて補正し，項目無回答について 
は多重代入法とウエイト調整によって補 
正を行う方法が利用可能で，精度向上に 
 
効果が見られた。（2）については，平均 
や比率などの基本的な集計項目について 

は，国が行う調査の集計値と都道府県が 
行う調査の集計値を利用して，母集団の 
推計式が導出できた。 
 
D．考察 
（1）から，次回調査において，ウエイ 
トのカリブレーション等の処理により 
推定精度の向上を図ることが可能と考 
えられる。（2）から，すべての個票デー 
タをプールして利用できない場合にも， 
基本的な集計項目について都道府県独自 
調査を集計に活かすことが可能である。 
 
Ｅ．結論 
 次回調査では母集団情報や補助情報を 
推計や欠測値処理に利用して，推定精度 
を向上させることが可能と考えられる。 
また，基本的な集計項目については，都 
道府県独自調査を，母集団推定に活用す 
ることが可能である。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 
 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合委研究事業） 

分担研究報告書 

 

「患者体験調査（成人版）」および「患者体験調査（小児版）」の設計と作成 

 

研究分担者 脇田 貴文 関西大学 社会学部 教授 

 

研究要旨：平成 27年に実施された「患者体験調査」に関して心理計量学的視点から

再検討を行った。その結果をもとに、平成 30年度から実施している「患者体験調

査」の調査票の設計を行った。また、小児がん患者を対象とした「患者体験調査

（小児版）」の設計を行った。 

 
Ａ．研究目的 

平成 27 年に実施された「患者体験調査」

に関して、すでに報告されている結果に対

して因子分析などの手法を用いて再分析を

行った。 

平成 30 年度に実施する「患者体験調査」

では、回答のしやすさ（レイアウト・教示・

項目内容）、心理的変数を考慮にいれること

ができるよう調査票の改訂を行った。 

 また、小児がんを対象とした「患者体験調

査」に関しても成人版の「患者体験調査」基

に、小児がんの治療等の状況を把握するた

めに適した調査票の設計を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１．平成 27 年「患者体験調査」の再分析 

 平成 27年「患者体験調査」から、心理的

な変数を抽出し、因子分析など心理計量学

的検討を行った。 

２．平成 30年「患者体験調査」調査票の作

成 

 平成 27年「患者体験調査」のデータとの

比較可能性も担保しつつ、妊孕性など新た

な項目の作成を行った。はじめに、専門家の

意見を基に作成された項目に関して、心理

計量学・心理調査法の観点から調整を行っ

た。 

患者インタビュー、専門家の意見を踏まえ

て最終調整を行った。 

 

３．平成 30 年「患者体験調査（小児版）」

調査票の作成 

 ２ の成人版と 同様の手続き で作成を行っ

た。  
 
（倫理面への配慮） 
本研究に関しては、個人情報等は取り扱

わないので、通常の研究倫理に基づき、研究

を遂行した。 
 
Ｃ．研究結果 
１．平成 27年「患者体験調査」の再分析 

 因子分析等の心理計量学的分析を行った

が、調査設計段階でそのような分析をする

ことを想定されていなかったため、必ずし

も新たな知見が示唆されるものではなかっ

た。その結果を踏まえ、平成 30年「患者体

験調査票」の設計を行った。 

２．平成 30年「患者体験調査」調査票の作

成 

 専門家の意見、患者インタビューなどを

経て最終的な調査票を完成した。現在デー

タの収集がなされている。 

３．平成 30 年「患者体験調査（小児版）」

調査票の作成 

専門家の意見、患者インタビューなどを経

て最終的な調査票を完成した。現在データ
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の収集がなされている。 

Ｅ．結論 

 これまでに蓄積された調査データも活か

し、新たな「患者体験調査」および「患者体

験調査（小児版）」の設計を行った。令和元

年度にデータ収集の完了、分析結果の報告

を行う。 

 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表   なし 

2．学会発表   なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1．特許取得 

  なし 

2．実用新案登録 

  なし 

3. その他 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

17 

 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合委研究事業） 

分担研究報告書 

 
患者診療体験調査の WEB 調査化の可能性に関する研究 

 

東 尚弘 国立がん研究センター がん対策情報センター がん臨床情報部部長 

仁科有加 国立がん研究センター がん対策情報センター がん臨床情報部研究員 

 

研究要旨 

国立がん研究センターでは、がん診療の評価を目的とし、2015年より質問紙法による患者体験調

査を行っている。本調査では、従来の質問紙を用いた郵送調査からインターネットを介して行う

ウェブ調査への移行の実現可能性について検討した。実際の患者体験調査の質問内容をもとに調

査票を作成し、がん罹患歴のあるモニター患者 1165 名を郵送調査またはウェブ調査にランダム

割り付けし、両群間での調査参加率や回答率、回答内容などについて比較を行った。その結果、

ウェブ調査群では回答に要する時間が短く、誤回答が少ないという結果が得られた。一方で、現

状において対象者の主観的な考えを問う設問では、消極的な回答が多い傾向が見られた。ウェブ

調査は、郵送調査に比較すると質問票の配布や回収が簡便で、インターネット利用率の高まる状

況下においては、回答者および分析者の負担を軽減し、効率のよい調査方法であると思われたが、

実際の導入を検討するにあたり、郵送調査との回答傾向の差異や、ウェブ調査への参加を積極的

に選択しなかった集団についての背景やその要因についても十分な考察と対策を検討すること

が必要である。 

 

Ａ. 研究目的 

本研究は、第３期がん対策推進基本計画に基

づいて、がん診療の評価目的に行われる患者診

療体験調査が、従来の郵送調査によって行われ

ているのに対し、将来的なウェブ調査への移行

の実現可能性について検討するものである。患

者体験調査はがん対策の継続的な評価を目的

として行われているが、多くの患者を対象とし

ており、回答者のみならず分析者の負担を軽減

しつつ迅速に調査および集計を行い、持続可能

な指標の測定方法を構築していくことが重要 

 

である。従来の郵送調査とウェブ調査を比較し、

調査参加率や、回答率、回答時間、その他の設

問への回答傾向など、それぞれの差違を評価し、

将来的な患者体験調査のウェブ化の実現性に

ついて考察を行う。 

 

Ｂ. 研究方法 

 本調査の対象は、インターネット調査会社に

登録しているリサーチモニターのうち、登録情

報にがん罹患歴を自己申告している 20 歳以上

の者で、郵送またはオンラインのいずれかによ

る調査への参加に同意した集団である。この集

団を郵送調査またはウェブ調査にランダム割

り付けし、郵送調査の対象となったパネル患者

には調査票を送付、ウェブ調査に割り付けられ

たパネル患者には電子メールにてアンケート

調査用のリンクを配布した。調査会社の規定に

則り、郵送調査に協力したモニターには 200円

分、ウェブ調査では 70 円相当の報酬が設けら

れた。 

 対象人数は、調査における予算的制約、およ

び有意水準を 5％、検出力を 80%とし、重要なパ

ラメータについて 10％の差を見込んで、有効サ

ンプル数が各グループに388名ずつ、合計約800
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名が最適であると算出した。両群の人数を確保

するため、郵送調査群 600人に調査用紙を配布

し、ウェブ調査では 565名に質問票のリンクを

送信した。いずれの調査方法でも匿名で回答が

行われた。 

 本研究で収集するデータは、調査対象者の患

者の生誕年、性別、がん種、ステージなどのほ

か、受診から診断にかかったおおよその時間、

また患者個人のがん診療を通じての具体的な

体験に関わる情報であり、選択肢形式で回答を

集計するほか、自由意見欄を設けた（巻末資料

のアンケート用紙を参照）。調査票の質問内容

は、平成 30 年に実際の患者診療体験調査で使

用した質問票を元に、大問 34問を設定した。 

 

Ｃ. 研究結果 

 調査対象者は、がんの罹患歴があり本調査

に郵送調査またはウェブ調査のいずれでも参

加できると表明したモニター患者のうち、を

郵送調査群とウェブ調査群にランダムに割り

付けし、それぞれ 600名と 565名に調査依頼

を行った。その結果、郵送調査では 472名が 2

週間のうちに回答を返送し、ウェブ調査で

は、352名が 4日以内に回答を提出し、必要サ

ンプル数を満たした時点で回答の回収を終了

した。郵送調査群では調査票を返送した 472

名中 463名が調査票内の質問に対し「調査参

加に同意する」と回答した。ウェブ調査群で

は調査設問において参加に同意しないと回答

した場合は調査を続行することができないた

め、回答を送信した 352名全員が調査に参加

すると回答している【図１】。その結果、郵送

調査での 2週間以内の回答率は 78.7%、ウェブ

調査での 4日以内の回答率は 62.3%であった。

ウェブ調査においては、回答者 352名のうち

75%にあたる 264名の回答が、調査開始当日に

回収された。両群における設問への回答率

は、全員が回答可能な小問を含む 47問につい

て、郵送調査で 98.3%、ウェブ調査で 99.1で

あった。調査の参加に同意した郵送調査 463

名と、ウェブ調査 352名の特性を表 1に示

す。両群の平均年齢は 58.7歳と 57.3歳であ

り、層別の年齢分布は両群に統計学的な差は

認めなかった。男性の比率はそれぞれ 50.1%と

48.3％であり、両群間での患者背景は、病期

分類にばらつきがあるものの年齢や性別に偏

りはなく、両群で同様の回答が得られると予

想された。しかし、一部の設問において統計

学的に有意差が認められ、その結果を【表

２】にまとめた。そのほかの設問に対する両

群の回答傾向の比較は【付録 1】に記載した。
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【図１ 調査対象者 調査参加までのフローチャート】 

 

 
 

  

同意の程度を 5 段階で問う形式の質問では、

「ある程度そう思う」「とてもそう思う」を有意

な同意回答とし、両群での比較を行った。まず、

Q10 の「病気や療養生活について相談ができた

か」という設問に対し、ウェブ調査群では郵送

調査群に比べ「相談を必要としていた」割合が

有意に低かった(59.7% vs 77.9%, p<0.001)。

さらに、「相談を必要とした」人のうちでは、「相

談を必要とし、相談できた」と回答した割合は

ウェブ調査群が郵送調査群を下回る結果であ

った(81.5% vs 94.3%, p<0.001)。選択した治

療方法については、ウェブ調査群で満足度の低

い評価であった(66.0% vs 74.2%)。Q14の「治

療の妊孕性への影響について説明を受けたと

回答しているのはウェブ調査群で有意に低い

結果であった(65.5% vs 78.5%, p<0.001)。Q16

の経済的な理由で治療変更を行った割合は両

群に差はなかったものの、経済的な余裕があれ

ば希望した治療として、ウェブ調査群の回答者

の 42.3%が保険診療外の治療を選択し、郵送調

査群で保険外診療を選択したのはわずかに 4%

のみであった。
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【表１ 郵送およびウェブ調査の回答者の特性

 
    WEB 調査 (n=352) 郵送調査（n=463） P-value1 
調査依頼人数 N(%)    565 600   
調査参加人数 N(%)    352 472   

参加率 (%)   62.3% 78.7%   
調査同意人数 N(%)   352 463   

同意率 (%)   100% 98.10%   
性別 N(%) 男性 170 (48.3) 241 (50.1)   
  女性 182 (51.7) 222 (48.0)   
  合計 352 463 0.29 
年齢  N(%) 20-29 4 (1.1) 4 (0.9)   
  30-39 22 (6.3) 28 (6.1)   
  40-49 84 (23.9) 82 (18.0)   
  50-59 92 (26.1) 125 (27.4)   
  60-69 77 (21.9) 103 (22.6)   
  70-79 66 (18.8) 0.3 (22.6)   
  80 以上 7 (2.0) 11 (2.4)   
  無回答 0 7   
  合計 352 463 0.51 
平均年齢 (歳)   57.3 58.7   
病期分類  N(%) 0 53 (15.1) 66 (14.3)   
  Ⅰ 99 (28.1) 158 (34.1)   
  Ⅱ 81 (23.0) 78 (16.9)   
  Ⅲ 58 (16.5) 49 (10.6)   
  Ⅳ 18 (5.1) 26 (5.6)   
  不明 43 (12.2) 79 (17.1)  0.012 
   合計 352 456   
罹患歴のあるがん種 (%) 乳がん 75 (21.3) 74 (16.0) 0.055 
(複数回答) 2 大腸がん 67 (19.0) 64 (13.8)  0.054 
  胃がん 33 (9.4) 45 (9.7)  0.905 
  肺がん 15 (4.3) 17 (3.7)  0.718 
  肝臓がん 5 (1.4) 9 (1.9)  0.787 
  前立腺がん 19 (5.4) 32 (6.9)  0.466 
  子宮がん 28 (8.0) 44 (9.5)  0.458 
  卵巣がん 6 (1.7) 11 (2.4)  0.624 
  食道がん 7 (2.0) 12 (2.6)  0.645 
  すい臓がん 2 (0.6) 4 (0.9)  0.704 
  口腔咽頭喉頭がん 9 (2.6) 8 (1.7)  0.463 
  甲状腺がん 18 (5.1) 18 (3.9)  0.492 
  悪性リンパ腫、白血病 19 (5.4) 15 (3.2)  0.157 
  骨軟部腫瘍 3 (0.9) 5 (1.1)  1.00 
  脳腫瘍 3 (0.9) 3 (0.7)  1.00 
  膀胱がん 10 (2.8) 9 (1.9)  0.484 
  精巣腫瘍 8 (1.6) 5 (1.1)  0.259 
  原発不明がん 0 (0.0) 0 (0.0) - 
  その他 59 (16.8) 95 (20.5)  0.206 

1. P-valueは Fisher’s正確検定を使用して算出した。 

2. 罹患歴のあるがん種については 5年以上前の既往を含む 
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Q16の経済的な理由で治療変更を行った割合は

両群に差はなかったものの、経済的な余裕が

あれば希望した治療として、ウェブ調査群の

回答者の 42.3%が保険診療外の治療を選択し、

郵送調査群で保険外診療を選択したのはわず

かに 4%のみであった。Q17では経済的負担に

よる影響について尋ねたが、ウェブ調査では

日常の食事、医療費を節約する、受診の期間

を延期する、治療費を安価なものに変えるな

どの回答が多く、また、郵送調査に比して、

親せきや他人からの金銭的援助を受けていな

い傾向が見られた。 

 Q18 で主治医以外に相談しやすいスタッフが

いると回答したのは、ウェブ調査で有意に多

い結果であった(50.7% vs 39.4%, p=0.001)。

また、治療および診断について 10段階での総

合評価は、ウェブ調査群でより高いスコアと

なった(8.76 vs 7.98)。Q25、治療と仕事の両

立のために利用したものはウェブ調査群で相

談窓口の利用率が高く、在宅勤務や、試し出

勤などもより活用していることがわかった。

Q29, Q30における、支援センターまたはぴあ

サポートについて「知っている」と回答した

人のうち、これらのサービスを利用した割合

は、いずれもウェブ調査群で有意に多い結果

となった(17.8% vs 8.2%, 21.4% vs 4.7%)。 

その他、Q33,34の意識調査に関する設問で

は、Q33-2「家族以外の周囲に負担や迷惑をか

けている」、Q33-3「がんの診断後、不必要に

周囲から気を使われていると感じる」、Q33-4

「がんに対する他人からの偏見を感じる」の

問いに対し、ウェブ調査群では「ある程度そ

う思う」または「とてもそう思う」と回答し

た割合が多かった(28.1% vs 19.7%, p=0.005, 

13.9% vs 9.1%, p=0.031, 13.2% vs 4.6%, 

p=0.002)。Q34-1「身体の苦痛を和らげる支援

が十分にある」という回答についてはウェブ

調査群で同意回答が多かったものの(44.0% vs 

36.4%, p=0.027)、Q33-7「自分らしい日常生

活を送れている」については、ウェブ調査群

において同意回答率が下回る結果であった

(57.7% vs 67.5%, p=0.004)。 

 

 

Ｄ. 考察 

1. 調査に参加した集団について 

調査対象者は、インターネットの調査会社

に自ら登録したモニター患者あり、郵送調査

およびウェブ調査のいずれにも参加可能であ

ると意思表示した者である。そのため、今回

の対象者はすでにウェブ調査に参加した経験

がある可能性があり、インターネットの利用

に不慣れ、またはインターネットへのアクセ

スがないなど、ウェブ調査の回答に支障があ

るケースは実際の調査対象群よりも低い可能

性があることを考慮する必要がある。また、

郵送調査群およびウェブ調査群はランダムに

割り付けられているものの、とくにウェブ調

査群においては、回答の受付期間が 4日間と

短期間であるために、早期に回答を終えるこ

とが可能であった対象者に限定されていると

いうことも注意すべき点である。 

 

 

実際に 2015年に国立がん研究センターで行わ

れた患者体験調査の調査対象者の平均年齢、

65.3 歳と比較すると、今回の調査対象者の平

均年齢 58.1歳よりもおよそ 7歳年齢が低く 

[指標に見る我が国のがん対策, 2014]、年齢

の高い層が今回の診療体験調査の母集団に含

まれていない可能性がある。総務省によると

日本国内のインターネット利用率は 2015年時

点で 83%とこの 10年間で上昇傾向にあるが 

[総務省, 2015]、ウェブ調査に参加可能な集

団をとらえるためには、今回の調査に参加を

表明しなかった集団についての特性や障壁と

なりうる状況について把握する必要がある。 
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【表２ ウェブ調査と郵送調査の回答比較】(P<0.05 未満のものを抜粋) 
  ウェブ調査 (n=352) 郵送調査 (n=463) P-value１ 
回答時間 (分) 15 17.3   
回答率 (47 問中)2 99.1 98.3   
Q4.がん治療を行った 344 (97.7) 461 (99.8) 0.024 
Q9.確定診断から治療開始までの 診断前に治療開始 13 (3.7) 35 (7.6)   
  期間 2 週間未満 85 (24.2) 98 (21.3)   
  2 週間-1 か月 116 (33.0) 128 (27.8)   
  1 か月以上 3 か月未満 99 (28.1) 164 (35.6)   
  3 か月以上 6 か月未満 18 (28.1) 21 (4.6)   
  6 か月以上 10 (2.8) 7 (1.5)   
  治療なし 4 (1.1) 6 (1.3)   
  わからない 7 (2.0) 2 (0.4) 0.016 
  (無回答) 0 2   
Q10.病気の相談を必要としていた 200 (59.7) 331 (77.9) <0.001 
     病気の相談を必要とし、相談できた  163 (81.5) 312 (94.3) <0.001 
Q13-2.治療選択に納得している 221 (66.0) 316 (74.2)  0.014 
Q14.妊孕性への影響について説明があった 228 (65.5) 357 (78.5) <0.001 
Q16.経済的裕があれば行いたい治療 回答数 14 回答数 25   
  保険診療範囲外の治療 6 (42.9) 1 (4.0)   
  保険診療範囲内の治療 7 (50.0) 22 (88.0)   
  わからない 1 (7.1) 2 (8.0) 0.010 
Q18-9.主治医以外に相談しやすいスタッフがいた 178/352 (50.7) 181/461 (39.4) 0.001 
Q21.治療・診断の総合評価 (点) 8.76 7.98   
Q29.支援センターを知っており、利用した 32/180 (17.8) 22/268 (8.2) 0.002 
Q.30.ピアサポートを知っており、利用した 15/70 (21.4) 5/106 (4.7) 0.001 

Q33-2.家族以外の周囲に負担（迷惑）をかけている(%) 3 99 (28.1) 91 (19.7) 0.005 

Q33-3.周囲に不必要に気を使われていると感じる(%) 49 (13.9) 42 (9.1) 0.031 
Q33-4.がんに対する他人の偏見を感じる  (%) 36 (13.2) 21 (4.6) 0.002 
Q33-7. 自分らしい日常生活を送れている (%) 203 (57.7) 312 (67.5) 0.004 
Q34-1.身体の苦痛を和らげる支援が十分にある (%) 155 (44.0) 168 (36.4) 0.027 

 
1. P-valueはカイ二乗検定および Fisher’s正確検定を用いて算出した。 

2. 回答率は全員が回答可能な小問を含む 47問について算出した。 

3. Q18-9および Q33-2から Q34-1は「ある程度そう思う」または「とてもそう思う」とそれ以外の回答で両群を比較した。 

 

 

 

 

 

2. 調査参加率および回答時間について 

調査依頼から回答回収までに要した時間

は、調査手段により回収方法が異なり、郵送

調査群で 2週間、ウェブ調査群では 4日間と

差があるものの、それぞれの期間における回

収率は 70.7％と 62.3%であった。調査対象者

は、郵送調査群およびウェブ調査群にランダ

ム割り付けされる前に本調査への参加を表明

しているため、両群ともに調査票の回収率は

一般の患者を対象とした場合より高いと推測

できるが、調査に関心のある対象群において

は、ウェブ調査群において、より短時間で回

答を回収できると可能性がある。さらに、34

問の大問を含む今回の調査票において、回答

を終了するまでに要する時間は、ウェブ調査

群で 2分ほど短く、返送のために調査票を投

函する手間が省けるなど、郵送調査に比して

短時間で作業を終了することができ、回答者

にとって調査に要する時間と労力を節約する

こと言うができる。しかしながら、ウェブ調

査において設問を十分に理解するまで精読し

ていない、または回答の選択肢を十分に考慮

していない傾向があることも指摘されてお

り、短時間で回答できていることが必ずしも

メリットではないことに注意する必要がある 

[MIURA, 2015]。一方で、ウェブ調査では郵送

調査に比較して回答の回収率が低いこともこ

れまでの調査でわかっており [Shibuya, 

2015]、どのような集団がウェブ調査に回答し

なかったか、参加の意思はあったものの回答

プロセスにおいて問題があり回答提出に至ら

なかったのか、など具体的な理由を見出すた
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めの調査もウェブ調査の導入を検討するにあ

たり必要と思われる。また、調査の予告を行

う通知メールや回答忘れを防ぐためのリマイ

ンダーメールを送信することによって調査参

加率が向上する可能性があり [KAPLOWITZ, 

2004]、これらの介入によりどの程度の改善が

みられるかを調査することも、ウェブ調査の

実現性を評価するために検討すべき調査と言

える。 

 

3. 設問への回答率について 

設問への回答率は全員が回答可能な小問を

含む 47 問について、郵送調査群で 98.3%、ウ

ェブ調査群で 99.1%とわずかにウェブ調査群で

回答率が上回るものの、両群で大差は認めら

れなかった。しかし、郵送調査群において

は、択一問題に対し複数回答しているケース

が 56 か所で認められ、中には、Q5「現在のが

ん治療について」の質問に対し、「治療を終了

し、通院も終了している」と「治療中」の 2

つの選択肢を同時に選択するなど、設問を十

分に理解していないと思われる回答が見られ

た。これについては、ウェブ調査において

は、択一問題で２つ以上の回答を選択できな

いように設定されているため、分析時に混乱

を招くことなく対応が容易になる。そのほ

か、Q11のセカンドオピニオンについての質問

で、「担当医から説明を受けていない」と回答

した場合は、さらに追加の質問が用意されて

おり、ウェブ調査では全員が追加質問にも回

答していた一方で、郵送調査では追加質問ま

で回答したのは 69.5%であった。今回の質問票

のように、質問の構成がやや複雑で、誤解や

見落としを招く可能性のある場合には、ウェ

ブ調査票で回答方法を制限することにより、

回答者が設問の意図に沿った回答するよう誘

導し、回答者および分析者にとって負担の軽

減と、より精度の高い情報を収集することが

可能である。また、大問 34問後の自由記入欄

の利用率は、ウェブ調査で 34.9%、郵送調査で

は 47.7%であり、郵送調査においてより個人の

意見や体験を聞き入れやすいと考えられる結

果であった。 

 

4. 回答内容について 

Q33-34 の回答者の現状について主観的な回

答を尋ねる設問では、「家族以外の周囲に迷惑

をかけている」や「周囲から不必要に気を使

われている」、「がんに対する偏見を感じる」

に同意する回答がウェブ調査群で多く認めら

れ、より消極的な回答が得られる傾向にあっ

た。「自分らしい日常生活を送れている」の問

いに積極的に同意を示さなかった回答もウェ

ブ調査群に多い結果であった。この傾向につ

いては、ウェブ調査に参加した回答者がより

消極的な思考を持つ集団であるか、またはウ

ェブ調査という調査様式が消極的な回答を導

きやすい傾向にあるか、という 2つの可能性

が考えられる。 

郵送調査とウェブ調査を比較したある研究

において、幸福感や未来展望などに関連する

と報告されている自己効力を心理学的に評価

した場合、調査方法の違いによる影響は認め

られないと結論付けられている [Shibuya, 

2015]。一方で、ウェブ調査と電話調査を比較

した研究では、ウェブ調査群においてより生

活水準が低いと感じる、経済的に困難がある

と回答する傾向にあり [Keeter, 2015]、現時

点では研究によって一定の結果が得られてい

ない印象である。今回の調査に参加した両群

においては、最終的に調査に参加した回答者

の背景に相違があった可能性も考えられ、ど

のような背景のある集団で消極的な回答を選

択する傾向にあったか、より詳細な調査が必

要である。一方で、ウェブ調査に関する特徴

について行われた別の研究では、特に報酬が

得られるウェブ調査の場合、最小限の労力で

回答を終了させようとする傾向がみられ、特

に Q33 のような 5段階で評価を求める質問で

は、最初に現れる選択肢を回答したり、スケ

ールの中点を選択するなど回答者の低関与の

傾向がみられると指摘している。このように

回答様式に影響を受けやすい集団には、質問

の内容に関連する事柄に潜在的な不安感を抱

いているなどの特徴が確認されているが、質

問数の多さに厭気を感じて一時的に非協力的

な回答傾向を示す場合もあるという [MIURA, 

2015]。これについては、スケールを使用した

設問に、設問および選択肢を精読していなけ

れば適切な回答ができないような問題を混ぜ
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ることで、回答者の回答傾向を見ることがで

きる。ただし、郵送調査においても、択一問

題で複数回答を行うなどの誤回答が見られて

いたことから、設問の量を減らす、より分か

りやすく簡潔な文章に変えるなどの工夫も必

要である。また、回答途中でみられる「厭

気」の可能性については、設問の順番を変え

るなどして同様の回答傾向が再現されるかど

うかを比較することが可能である。そのほ

か、マンネリ化を予防する対策として、スケ

ールを利用した設問を連用しないことも有効

と考えられる。実際の患者体験調査において

は、調査参加に伴う報酬がないことから、調

査の目的と参加することによる意義回答者に

十分に理解させることによって、調査参加へ

の動機づけを行い、より適切な回答を行うよ

う工夫することも可能である [Krosnick, 

2010]。 

Q10 では、郵送調査群において治療開始まで

に周囲に相談を行ったとする回答が多いもの

の、相談相手を比較すると、医療従事者を選

択したのはウェブ調査群で 57.0%、郵送調査群

で 45.3%であった。また現在の状況について

Q33-Q34の結果より、相談内容を医療スタッフ

に話すことができ、支援センターやピアサポ

ートなどの利用率が高かったのはウェブ調査

群であったことから、ウェブ調査群において

より医療サポートを利用している傾向にある

と推測することができる。 

 

5.ウェブ調査の実現性について 

今回の調査では、ウェブ調査群の回答率が

郵送調査群に比較して劣るものの、回答の回

収期間を考慮すると、短期間で回答の回収を

行うことができる可能性があり、回答に要す

る時間も短いことが分かった。また、郵送調

査でみられた誤回答を防ぎ、より多くの患者

から精度の高い情報を収集しスムーズに解析

を行うことで、継続的に今後のがん治療の評

価を行うという目的においては、ウェブ調査

を利用した調査は今後重要性を増すと思われ

る。その反面、技術的または物理的な理由で

ウェブ調査に参加できない、または何らかの

支障があり積極的に利用を希望しない集団が

調査対象群に存在している可能性は高く、ウ

ェブ調査の導入にあたっては、郵送調査で回

答する選択肢を残すなど段階的な導入を行う

などの工夫が必要である。さらに、一部の設

問において認められた調査方法による回答傾

向の差異については、サンプルの属性の違い

や、調査様式が回答者に及ぼす影響につい

て、より詳細な調査が必要である。 

 

 

 

 

Ｅ. 結論 

国立がん研究センターで行われている患者

体験調査を、メールを介したウェブ調査と従

来の質問紙を用いた郵送調査の 2通りで行

い、回答者及び、回答の内容について比較を

行った。その結果、ウェブ調査では誤回答を

減らし、短時間で回答を収集できる可能性が

ある一方で、患者の現状を問う主観的な問い

に対しては、治療への苦痛や家族の負担な

ど、消極的な回答が認められることが分かっ

た。しかしながら、ウェブ調査では回答に惰

性がみられるなどの研究結果もあり、モニタ

ー患者で比較を行うことの限界も見られた。

しかしながら、この回答傾向が回答者集団の

特徴に由来するものであるか、調査方法その

ものに要因があるか明確ではなく、回答に至

らなかった集団についての考察や、調査方法

自体が与える影響について、より詳細な調査

が必要である。 

また、今回の調査への参加を積極的に希望

しなかった集団が、ウェブ調査の参加に何ら

かの支障を持つ集団である可能性は高く、ウ

ェブ調査の問題点を明らかにする目的で、参

加を躊躇した理由について検討する必要があ

る。現時点ではウェブ調査の導入にはより詳

細な情報が必要であるが、両者の差異を理解

することによって、全国規模で行われている

患者体験調査が、郵送調査からウェブ調査へ

移行することが可能であると考えられる。 

 

 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 
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【付録 1 回答内容について】 
    ウェブ調査 (n=352) 郵送調査 (n= 463) P-value 
Q4.がん治療を行った   344 (97.7) 461 (99.8) 0.005 
  （無回答） 0 1   

Q5. 現在の治療 治療・通院を終了 94 (26.7) 151 (32.7)   
  治療終了し、定期通院 195 (55.4) 224 (48.5)   
  治療中 54 (15.3) 77 (16.7)   
  治療していない 9 (2.6) 10 (2.16) 0.205 
  (無回答) 0 1   
   治療中の場合、治療内容 (複数回答可) 回答数 54 回答数 77   
  手術 6/54 (0.11) 4/77 (0.05)   
  内視鏡治療 0/54 (0.00) 1/77 (0.01)   
  化学療法 22/54 (0.41) 24/77 (0.31)   
  ホルモン療法 27/54 (0.41) 46/77 (0.60)   
  放射線治療 4/54 (0.07) 3/77 (0.19)   
  緩和治療 2/54 (0.04) 2/77 (0.03)   
  その他 5/54 (0.09) 6/77 (0.08) 0.665 

Q8.初診から確定診断まで 2 週間未満 130 (36.9) 165 (36.2)   
 の時間 2 週刊以上 1 か月未満 100 (28.4) 122 (26.8)   
  1 か月以上 3 か月未満 65 (18.5) 95 (20.8)   
  3 か月以上 6 か月未満 23 (6.5) 22 (4.8)   
  6 か月以上 67 (8.3) 44 (9.7)   
  わからない 19 (2.4) 8 (1.8) 0.332 
  (無回答) 0 7   

Q11.セカンドオピニオンについて担当医から話があった 86 /335 (25.7) 96/423 (22.7) 0.341 
    担当医から話はなかったが、自分や家族から尋ねた  24/249  (9.6) 22/294 (7.5) 0.369 
Q12.セカンドオピニオンを受けた 48/335 (14.3) 52/423 (12.3) 0.515 
Q13-1.医療スタッフから治療に関する十分な知識を得られた 205/335 (61.2) 275/424 (64.9) 0.298 
Q14-1.妊孕性について医師から説明はないものの説明を必要としていた。 19/228 (8.3) 26/361 (7.2) 0.615 
Q14-2.妊孕性への影響の説明内容 回答数 100 回答数 90   

  妊孕性には影響がない 19 (19.0) 16 (17.8)   
  妊孕性への影響と予防・温存方法について 23 (23.0) 29 (32.2)   
  妊孕性への影響と予防・温存は不可能 18 (18.0) 10 (11.1)   

  
妊孕性への影響のみで予防・温存については説

明なし 26 (26.0) 31 (34.4)    

  わからない 14 (14.0) 4 (4.4) 0.068 
Q15.不妊対策のための予防・温存を行った 7/348(2.0) 11/449 (2.5) 0.533 
Q16.経済的理由で治療を変更したことがある 14/352 (4.0) 25/462 (5.4) 0.343 
Q17. 経済的理由で行ったこと (複数回答可)     
  日常の食費、医療費を削った 36 (10.2) 27 (4.2)  0.024* 
  受診の間隔を延期した 13 (3.7) 10 (1.6)  0.206 
  処方薬や治療法を安いものにした 17 (4.8) 11 (2.4)  0.079 
  治療頻度や薬を無断で減量した 5 (1.4) 4 (0.9)  0.511 
  貯金を切り崩した 58 (16.5) 69 (14.9)  0.559 
  家族や自分が働いて賄った 9 (2.6) 4 (0.9)  0.087 
  親戚や他人から金銭的援助 12 (0.6) 23 (5.0)  0.300 
  車、家、土地の売却または転居 2 (0.6) 2 (0.4)  1.000 
  家族の進学先を変更した 2 (0.6) 0 (0.0)  0.186 
  そのほか 6 (1.7) 9 (1.9)  1.000 
  上記のようなことはない 255 (72.4) 359 (77.7)  0.101 
  わからない 6 (1.7) 1 (0.2) 0.047* 

Q18-1.治療スケジュールに関する情報を十分に得られた 228/352 (64.8) 298/461 (64.6) 0.969 
Q18-2.治療による副作用の予測ができた 201/352 (57.1) 254/460 (55.2) 0.592 
Q18-3.治療にあたりスタッフと十分に対話ができた 202/352 (57.4) 260/461 (56.4) 0.778 
Q18-4.医療スタッフが傾聴してくれた 214/352 (60.8) 275/461 (59.7) 0.742 
Q18-5.治療において要望を尊重してもらえた 224/352 (63.6) 301/460 (65.4) 0.595 
Q18-6.つらい症状に速やかに対応してもらえた 212/352 (60.2) 298/456 (65.1) 0.158 
Q18-7.医療スタッフは情報共有を十分に行ってくれた 213/352 (60.5) 257/459 (56.0) 0.196 
Q18-8.専門的な医療を受けることができた 253/352 (71.9) 319/461 (69.2) 0.407 
Q18-9.主治医以外に相談しやすいスタッフがいた 178/352 (50.6) 181/461 (39.3) 0.001 
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Q18-10.これまで受けた治療に納得している 251/352 (71.3) 348/460 (75.7) 0.163 
Q18_admission.治療中に入院歴がある 301/352 (85.5) 380/460 (82.6) 0.265 
Q18_11 入院中に生活上の注意点について医療スタッフから情報を十分に得た 203/301 (67.4) 262/391 (67.0) 0.904 
Q18_transfer.がん治療中に転院歴がある 46/352 (13.1) 56/444 (12.6) 0.849 
Q18-12.紹介先の医療機関を支障なく受診できた 36/46 (78.3) 72/86 (83.7) 0.438 
Q18-13.希望通りの医療機関に転院できた 34/46 (73.9) 66/84 (78.6) 0.547 
Q19. 治療中または治療後の外来で疼痛の有無について問われた 198/352 (56.3) 262/461 (56.8) 0.802 
Q20.がん治療による外見の変化について相談を必要としていた 111/352 (31.5) 120/462 (26.0) 0.081 
        外見の変化について相談を必要としており、相談ができた 87/111 (78.4) 100/120 (83.3)  0.338 
Q22.診断時には収入のある仕事に従事していた 233/352 (66.2) 316/461 (68.6) 0.478 
Q23.診断について当時の職場関係者に話をした 212/233 (91.0) 281/318 (88.4) 0.609 
Q24.治療と仕事の両立んついて職場から配慮があった 126/216 (58.3) 185/292 (63.4) 0.251 
Q25.治療と仕事の両立に利用したもの (複数回答可)     
  両立の相談窓口 6 (1.7) 1 (0.2) 0.047* 
  定期・不定期に取得する休暇 42 (11.9) 65 (14.0) 0.403 
  時差出勤 19 (5.4) 22 (4.8) 0.747 
  短時間勤務 22 (6.3) 30 (6.5) 1.000 
  在宅勤務 12 (3.4) 7 (1.5) 0.100 
  試し出勤 25 (7.1) 15 (3.2) 0.014* 
  その他 6 (1.7) 15 (3.2) 0.188 
  上記のものは利用していない 152 (43.2) 210 (45.4) 0.569 

Q26.就労の継続について治療前に医療スタッフから説明があった 68/233 (29.2) 102/308 (32.1) 0.036 
    就労の継続について説明はなかったが必要としていた 25/144 (17.4) 27/199 (13.6) 0.334 
Q27.がんの診断の後の就労について 回答数 233 回答数 316   
  休職・休業した 125 (53.7) 196 (62.0)   
  退職・廃業した 48 (20.6) 41 (13.0)   
  休職や退職はしなかった 59 (25.3) 79 (25.0)   
  わからない 1 (0.43) 0 (0.0) 0.051 

Q27-2.休職のために利用した制度 (複数回答可) 回答数 227 回答数 161   
  有給休暇 105 (46.3) 70 (43.5)   
  有休以外の金銭的補償 59 (26.0) 51 (31.7)   
  金銭保証なし 57 (25.1) 39 (24.2)   
  そのほか 6 (2.6) 1 (0.6) 0.334 
   休職後に少なくとも一度は復職した 119/125 (95.2) 155/161 (96.3) 0.653 
Q27-3.退職・廃業の時期について 回答数 48 回答数 52   
  がんを疑われ、診断を受ける前 1 (2.1) 2 (3.9)   
  がん診断直後 11 (22.9) 14 (26.9)   
  診断後、治療開始前 6 (12.5) 11 (21.2)   
  初期治療中 9 (18.8) 2 (3.9)   
  初期治療後、復職までの期間 7 (14.6) 6 (3.9)   
  復職後 10 (20.8) 12 (23.1)   
  そのほか 4 (8.3) 5 (9.6) 0.336 
   退職・廃業後の就労状況について 回答数 48 回答数 52   
  再就職・復業した 18/48 (42.0) 24/52 (46.2)   
  再就職・復業を希望しているが現在無職 14/48 (29.2) 11/52 (21.2)   

  再就職・復業の希望なし 16/48 (33.3) 17/52 (32.7) 0.58 

Q28-1.がん医療は数年前より進歩したと思う 257/352 (73.0) 350/461 (75.9) 0.344 
Q28-2.がん家族が相談できるサービスが十分にある 154/352 (43.8) 194/463 (41.9) 0.597 
Q29-1.がん相談支援センターを知っているが利用したことがない理由 回答数 148 回答数 246   
  必要な時には知らなかった 26 (0.18) 43 (0.17)   
  相談したいことはなかった 95 (0.64) 143 (0.58)   
  何を相談する場かわからなかった 15 (0.10) 27 (0.11)   
  プライバシーの観点から行きづらかった 6 (0.04) 6 (0.02)   
  相談を受け入れられるか不安だった 14 (0.09) 9 (0.04)   
  他の患者の目が気になった 3 (0.02) 5 (0.02)   
  そのほか 11 (0.07) 11 (0.04) 0.44 

Q29-2.ぴあサポートを知っているが利用したことがない理由 回答数 55 回答数 101   
  必要な時には知らなかった 11 (0.2) 14 (0.14)   
  相談したいことはなかった 33 (0.6) 64 (0.63)   
  何を相談する場かわからなかった 10 (0.18) 6 (0.06)   
  プライバシーの観点から行きづらかった 6 (0.11) 5 (0.05)   
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  相談を受け入れられるか不安だった 6 (0.11) 3 (0.03)   
  他の患者の目が気になった 2 (0.04) 2 (0.02)   
  そのほか 3 (0.05) 5 (0.05) 0.186 

Q31.臨床試験について知っている 241/352 (68.5) 324/462 (70.1) 0.610 
Q32.ゲノム情報を活用したがん医療について知っている 102/352 (29.0) 128/462 (27.7) 0.690 
Q33-1.がんにんなって家族に迷惑をかけていると感じる 136/352 (38.6) 168/462 (36.4) 0.507 
Q33-5.身体的な苦痛についてすぐに医療スタッフに相談できる 101/352 (28.7) 131/461 (28.4) 0.931 
Q33-6.精神的な苦痛についてすぐに医療スタッフに相談できる 76/352 (21.6) 80/462 (17.3) 0.125 
Q34-2.がんや治療に伴う身体的な苦痛がある 104/352 (29.6) 131/461 (28.4) 0.725 
Q34-3.がんや治療に伴う痛みがある 69/352 (19.6) 73/462 (15.8) 0.157 

Q34-4.がんや治療に伴い精神的に苦痛がある 94/352 (26.7) 103/462 (22.3) 0.146 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

小児がんの患者体験調査に関する検討 

 
研究分担者 小川 千登世 国立がん研究センター中央病院 小児腫瘍科長 

  

 

研究要旨 
小児がんを対象とした患者体験調査について、平成 29年度に作成した調査票の質問案を基

に調査票案を修正した。平成 30 年 12月から 31年 1月に、作成した案に対する患者会等から

のインタビュー調査による意見収集を行い、収集された意見を踏まえ再修正を行った。第 72

回がん対策推進協議会における検討を経て、さらなる修正および文言の調整を行い、小児が

んの患者体験調査票を完成した。国立がん研究センター等での倫理審査を経て、次年度に調

査を実施予定である。 

Ａ．研究目的 

本研究は、がん対策推進基本計画に定めら

れている「がん対策の指標設定と進捗評価」

を円滑に進め、システムとして確立するとと

もに評価活動の継続的改善を行うため、未測

定指標であった小児がん患者体験調査を行

い、得られるデータからがん対策進捗指標と

しての全国値の算出を行うことを目的とす

る。 

 
Ｂ．研究方法 
平成 30年度は、小児がんを対象とした患

者体験調査について、１）サンプリング方法

について、２）調査票について、患者会等か

らのインタビュー調査による意見収集、がん

対策推進協議会での検討を行い、実施方法を

決定し、調査を実施することを目標とした。

平成 31年度の結果分析を行い、第３期がん

対策推進基本計画の中間評価に向け指標への

提言を行う。 

（倫理面への配慮） 

患者に関する調査は全て国立がん研究センタ

ーおよび研究者の所属施設における倫理関連

規定にしたがった倫理審査を受け、その指示

に従う。 

 

Ｃ．研究結果 

患者会等協力者からの対面でのインタビュー

調査による意見収集、また、がん対策推進協

議会にての検討の結果、調査方法等につき、

修正を行い、以下を決定した。 
１） サンプリング方法について 
対象の抽出は院内がん登録（国指定がん診

療連携拠点病院 434施設＋小児がん拠点病院

15施設）から、小児がん（18歳未満）の患

者を全数対象として抽出することとした。抽

出期間は 2014年および 2016 年の登録患者に

つき、2019年に調査することとした。全体数

としては新規発症の小児がん 4300人が見込

まれる。 

回答者については、患者への告知の有無や

本人の病状理解の有無によるバイアスを回避

するため、患者家族のみとした。死亡した患

者の家族への送付を行うか否かについても検

討を行ったが、遺族である患者家族の意見も

参考に、死亡した患者も含む調査とすること

とした。 

２） 調査票質問項目について 
成人で設定されたカテゴリに加え、海外の

小児がんの治療や診療実態、サポート体制な

ど小児がんの患者体験調査の小児特有の質問

項目を設定するための参考となる情報を得

て、小児独自のカテゴリ追加についての検討

も行った。診断・治療についての本人への説

明、情報提供、教育などに関する質問の他、
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患者家族からの回答となることを踏まえ、家

族の就労への影響やきょうだいに関する相談

等、患者本人以外の状況等についての質問も

設定した。また、患者本人への告知状況に配

慮し、第 1回調査は患者家族回答とすること

としたが、次回以降の調査において、患者本

人への調査の可能性についての質問項目も設

定した。インタビュー調査により収集された

意見を参考に、理解しにくい文言や誤解され

やすい表現を修正し、調査票を完成した。 

 

Ｄ．考察 

  

小児領域での患者体験調査は必要性が認識

されながらも、サンプリング方法や回答者、質

問項目等に成人とは異なる配慮を必要とする

点があるため、これまで実施されなかった。上

記の配慮を要する点につき、遺族を含む患者

会等からのインタビュー調査、および、がん対

策推進協議会での検討を行うことにより、調

査票を完成し、調査方法を決定した。当初計画

よりやや遅れはあるものの、平成31年度第一四

半期に調査を実施し、31年度内に結果を解析予

定である。 
 
 
Ｅ．結論 

小児がんを対象とした患者体験調査につい

て、患者会等からの意見収集、および、がん

対策推進協議会での検討を経て、実施方法を

決定し、調査票を完成した。 

 

Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 なし 
2. 学会発表 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 
1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 
3. その他 なし 
 
 



 

 

32 

 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん教育事業の評価方法の検討 

 

研究分担者 助友 裕子 日本女子体育大学 教授 

 

研究要旨 
本研究では、がん教育指標の全国推計値を算出するとともに、外部講師活用の整備を進める上での課

題を検討することを目的として、がん教育指標の全国推計値の算出および外部講師活用の整備を進め

る上での課題の検討を行った。その結果、全国のがん教育指標の推計値については、「早期発見すれ

ば、がんは治りやすい」について「正しい」と回答した者の割合は、小学校85.7％、中学校92.7％、

高等学校73.3％であった。「がんと健康について、まず身近な家族から語ろうと思う」について「そ

う思う」または「どちらかといえばそう思う」と回答した者の割合は、小学校80.1％、中学校

79.1％、高等学校57.3％であった。中でも、「そう思う」と回答した者の割合は、小学校51.5％、中

学校39.1％、高等学校27.7％であった。外部講師活用の整備を進める上での課題については、24のコ

ードからなる11サブカテゴリが、3カテゴリ（『学校への周知方法』『外部講師の質と量』『庁舎内

外の連携』）として整理された。本研究では、文部科学省において整備されつつあるがん教育指標の

モニタリング成果を用いて、その活用方法の一例が示された。がん教育の外部講師活用をめぐっては

地域格差があり、今後、特に庁舎内連携のあり方を検討する必要がある。 

Ａ．研究目的 

 平成29年3月と平成30年3月に公示された新

学習指導要領では、中学校保健体育科（保健分

野）と高等学校保健体育科（科目保健）それぞ

れにおいて、内容の取扱いとして、がんを扱う

ことが明記された[1-2]。このような学校健康

教育の過渡期に、本分担研究で研究計画初年

度（平成30年度）に10県教育委員会がん教育

担当者を対象にワークショップを実施した。

そこでは、担当者の困り事として、『指導内容

や方法の提示』『学校現場への啓発』『外部講

師を含む関係諸機関との連携』があることが

明らかとなった。このうち、『指導内容や方法

の提示』『学校現場への啓発』については、同

様の課題が学校現場内にもあるとの声を聞く

が、『外部講師を含む関係諸機関との連携』に

ついては、教育行政ならではの課題があると

考えられる。 
 文部科学省が平成29年度末に悉皆で実施し

たがん教育実施状況調査結果によると、がん

教育を実施したと回答した学校は、国公私立3
7401校中21239校（56.8%）であった。さらに、

外部講師を活用したと回答した学校は、がん

教育実施校21239校中2676校（12.6%）と少な

く、さらに、年間指導計画に位置付けないと指

導時間の確保が難しいと回答した学校が30.
3%にのぼるなど（複数回答による）、今後の

課題が指摘されている[3]。また、外部講師の

確保については、地域格差があることが予想

される。 
 そこで、本研究では、がん教育指標の全国推

計値を算出するとともに、外部講師活用の整

備を進める上での課題を検討することを目的

とした。 
 
Ｂ．研究方法 

１．がん教育指標の全国推計値の算出 
 文部科学省がんの教育総合支援事業（以下、

モデル事業）の担当部署（初等中等教育局健康

教育・食育課がん教育推進係）が取りまとめて
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いる当該事業モデル校児童生徒を対象とした

アンケート結果のうち、平成28年度版データ

の提供を受けた。 
 まず、平成28年度のモデル校172校（24道県

2市）のデータを、小学校7道県、中学校20道
県、高等学校19道県の校種別に層化した。 
 次に、がん教育指標として「早期発見すれ

ば、がんは治りやすい」「がんと健康について、

まず身近な家族から語ろうと思う」の各回答

割合（%）について、対象者数を母集団として、

校種別道県別に算出した。調査対象者が、日本

のその児童生徒が属する層の代表であるとみ

なし、各道県の回答者数の推計値を算出した。 
 さらに、同様の方法で全国の推計値を算出

した。なお、母集団となる児童生徒数は、文部

科学省の学校基本調査「年次統計・統計表一

覧」（平成28年度調査）[4]データを使用した。 
２．外部講師活用の整備を進める上での課題

の検討 
 9県の教育委員会がん教育担当指導主事な

らびにがん対策担当課職員（資料1）を各1名
招聘し、平成30年12月14日にワークショップ

を実施した（資料2）。外部講師活用体制に関

する神奈川県と長野県による話題提供の後に、

参加者が外部講師活用の整備を進める上での

課題をブレインストーミングの手法を用いて

付箋に書きだし、参加者間で共有するととも

に、後日付箋に書きだされたテキストの内容

分析を行った。 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、ヘルシンキ宣言および「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」（2015
 年4月1 日より施行、2017年2月28日一部改

正）に従い実施した。本研究では、参加型アク

ションリサーチを採用していることから、本

研究におけるヒアリングの実施は、予めヒア

リング対象者の所属機関長の許可を得て実施

した。 
 
Ｃ．研究結果 

1．がん教育指標の全国推計値の算出 
 表1に全国・道県別がん教育指標の推計値を

示す。「早期発見すれば、がんは治りやすい」

について「正しい」と回答した者の割合は、小

学校85.7％、中学校92.7％、高等学校73.3％で

あった。「がんと健康について、まず身近な家

族から語ろうと思う」について「そう思う」ま

たは「どちらかといえばそう思う」と回答した

者の割合は、小学校80.1％、中学校79.1％、高

等学校57.3％であった。中でも、「そう思う」

と回答した者の割合は、小学校51.5％、中学校

39.1％、高等学校27.7％であった。 
 

２．外部講師活用の整備を進める上での課題

の分析 

 表2に、全156枚の付箋に書きだされたテキ

ストの内容分析結果を示す。24のコードが得

られ、11のサブカテゴリ（「学校への周知」「授

業時間数の確保と打合せ時間の確保」「外部講

師依頼マニュアルの作成」「地域格差の是正」

「外部講師の質の担保」「外部講師招聘のため

の予算確保」「外部講師の量の確保」「外部講

師の質と量の担保」「患者会のとりまとめ」

「庁舎内連携」「庁舎外連携」）と3のカテゴ

リ（『学校への周知方法』『外部講師の質と量』

『庁舎内外の連携』）が抽出された。 

 

 
Ｄ．考察 

本研究では、厚生労働省研究班が提示した

がん教育の3指標[5]のうち「小学6年生のうち

「早期発見・治療で治るがんがある」と回答し

た者の割合」「学校でならったがんについて家

庭で話したことがある小学6年生の割合」につ
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いて、既存の調査データを用いた推計値を算

出した。「小中学校でのがん教育実施率」につ

いては、文部科学省が実施した悉皆調査で56.
8%という数値が報告されており、がん教育に

ついては一定の進捗評価が可能となった。た

だし、本研究で算出した値はモデル校におけ

るデータを利用したものであり、無作為抽出

によるデータではないことから、結果の解釈

には注意を要する。 
 各種事業が進展し、学習指導要領への明確

な位置づけが伴ったことで、がん教育の進捗

を評価するための材料がそろいつつある。そ

の一方で、文部科学省のがん教育実施状況調

査で外部講師の活用に課題があることが示さ

れた[3]。どのような点で課題があるのかを整

理した本研究結果からは、教育委員会、がん対

策担当課それぞれが、異なる視点をもつこと

も明らかとなった。現在、がん教育は、教育委

員会主導で行われており、がん対策担当課は

‘協力する’という体制をとっている県が多

い。文教行政として依拠すべき法的根拠のあ

る教育委員会に対し、がん対策担当課のそれ

は地域によって差が見られる。 
 学校のがん教育において外部講師を活用す

ることの利点は、がんに対する正しい知識と

認識の向上に資する点である。小学校6学年児

童を対象としたがん教育授業の前後で、児童

に質問紙調査を行った研究では、教員のみに

よる指導を受けた群の方が、授業後のがん予

防知識得点は統計学的に有意に高かったもの

の、がん患者のイメージとして「たばこやお酒

をやりすぎた人」を選択する者の割合も有意

に高い結果となった[6]。このことから、外部

講師による指導を導入することが、がん患者

への偏見助長を緩和できる可能性がある。し

かし、本研究では、それを達成するための『外

部講師の質と量』に課題が見いだされた。 

 外部講師として期待される人材バンクでも

あるがん診療連携拠点病院等のがん医療専門

機関や患者会は、教育委員会ではなくがん対

策担当課に統括・整備するための所管窓口が

ある。本研究で実施したワークショップの参

加者は、全9県がん対策担当課ともにその窓口

担当者であった。今後は、がん診療連携拠点病

院等の協力体制にさらなる強化検討を加える

などの「庁舎外連携」が求められるとともに、

教育委員会がん教育担当との「庁舎内連携」が

円滑に進められるための方法論を見える化す

る必要がある。 
 本研究結果は、文部科学省が取りまとめた

諸データ等の二次解析や一部の自治体職員の

協力のもと得られた知見をまとめているにす

ぎない。今後は、これらのデータを他県職員と

共有するとともに、本研究が実施したワーク

ショップ参加県の「庁舎内連携」プロセスを明

らかにすることで、がん教育進捗管理の方法

をさらに検討する必要がある。 
 

 
Ｅ．結論 

がん教育指標のモニタリングは、文部科学

省において整備されつつあり、その活用方法

の一例が示された。がん教育の外部講師活用

をめぐっては地域格差があり、特に庁舎内連

携のあり方を検討する必要がある。 
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Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
Yako-Suketomo H, Katanoda K, Kawamu

ra Y, Katayama K, Yuasa M, Horinou
chi H, Saito K. Children's Knowledge 
of Cancer Prevention and Perceptions 
of Cancer Patients: Comparison Before
 and After Cancer Education with the
 Presence of Visiting Lecturer -Guided
 Class. J Cancer Educ. 2018; (DOI 10.
1007/s13187-018-1408-7) 
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戸ヶ里泰典，福田吉治，助友裕子，神馬征峰．

健康教育・ヘルスプロモーション領域にお

ける健康行動理論・モデルの系統と変遷．

日本健康教育学会誌 2018；26(4)：329-34
1． 

助友裕子．がん教育は誰がコーディネートす
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保健体育ジャーナル 2019；(3)：1-4． 
2．学会発表 
助友裕子．がん教育における現状と課題－ヘ

ルスプロモーションの立場から－．第65回
日本学校保健学会学術大会 シンポジウム

 学校におけるがん教育の課題と展望（20
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Ｈ．知的財産の出願・登録状況 なし
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資料 1 ワークショップ参加者 

（文部科学省がんの教育総合支援事業モデル県等教育委員会ならびにがん対策担当課のがん教育担当者等） 

 

 
教育委員会 がん対策担当部局 

千葉県 教育振興部学校安全保健課 指導主事 

 

穂積 誠 健康福祉部健康づくり支援課がん対策班 横井 嘉奈子 

埼玉県 県立学校部保健体育課 指導主事 

 

馬場 久美子 保健医療部疾病対策課がん対策担当 主査 内山 周 

神奈川県 保健体育課保健安全グループ 指導主

事 

府川 秀雄 健康医療局保健医療部がん・疾病対策課がん・肝

炎対策グループ 主査 

多田 真紀子 

新潟県 保健体育課学校保健係 指導主事 

 

佐久間由美子 福祉保健部健康対策課成人保健係主事 阿部 唯奈 

長野県 事務局保健厚生課保健・安全係 指導主

事 

鈴木 亜希子 健康福祉部保健・疾病対策課がん・疾病対策係 

主事 

伊藤 和也 

奈良県 事務局保健体育課健康・安全教育係 指

導主事 

檜垣 志保 医療政策局疾病対策課 係長 大井 久美子 

鳥取県 保健体育課健康づくり推進室 指導主

事 

西尾 郁子 健康福祉部健康推進課がん対策推進室 企画幹 北山 亜紀子 

島根県 事務局体育保健課学校安全・健康教育担

当 指導主事 

村上 真澄 福祉保健部健康医療局健康政策課保健師 坂本 美幸 

宮崎県 スポーツ振興課健康教育担当 指導主

事 

上西 友子 福祉保健部健康増進課 主査 佐々木 大吾 
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資料 2 行政担当者らとのワークショップの概要 
 

平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金がん政策研究事業 
「がん対策の進捗管理のための指標と測定の継続的な発展に向けた研究」分担研究 

 
がん教育事業の評価方法の検討 

 
研究協力者会議 

Agenda 
 
【日時】 平成 30 年 12 月 14 日（金）11 時 00 分～15 時 00 分 
【会場】 日本女子体育大学 烏山キャンパス 東館 2 階 会議室 1 
 
【議題】（進行：研究分担者 助友裕子 日本女子体育大学教授） 
 
１．研究代表者挨拶 【5 分】 国立がん研究センター がん登録センター長 東尚弘 
 
２．会場校挨拶 【5 分】   日本女子体育大学 学長 石﨑朔子 
 
３．出席者自己紹介 【30 分】 
 
４．H29 年度研究活動の報告・H30 年度研究概要の説明 【15 分】 
 
５．がん教育事業のモニタリング実施状況について 【20 分】 
 ①小中学校でのがん教育実施率 
 ②小学 6 年生のうち「早期発見・治療で治るがんがある」と回答した者の割合 
 ③学校でならったがんについて家庭で話したことがある小学 6 年生の割合 
 
６．外部講師活用体制の整備に向けた事例の紹介 【各 5 分×4】 
 （１）神奈川県の試み 神奈川県教育委員会 指導主事 府川秀雄 
    神奈川県がん疾病対策課 主査 多田真紀子 
 （２）長野県の挑戦  長野県教育委員会  指導主事 鈴木亜希子 
    長野県保健・疾病対策課 主事 伊藤和也 
 
７．ディスカッション 【休憩含めて 130 分】 
 （１）外部講師活用体制整備に際する各部局の困り事について 
 （２）自県の外部講師活用体制整備に際する困り事について 
 （３）その他 
 
８．今後の進め方について 【10 分】 
 
９．その他，事務連絡 【5 分】 
 
配布資料 
（資料１）参加者名簿 
（資料２）平成 29 年度分担研究報告書 
（資料３）平成 30 年度研究協力依頼内容 
（資料４）がん教育指標 
（資料５）平成 29 年度がん教育実施状況調査結果（文部科学省） 
（資料６）がん教育指標（推計値） 
（参考資料１）改正がん対策基本法 
（参考資料２）第 3 期がん対策推進基本計画 
（参考資料３）中央教育審議会答申平成 28 年 12 月 21 日（一部抜粋） 
（参考資料４）新学習指導要領（一部抜粋）  
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表 1－1 全国・道県別がん教育指標の推計値（小学校） 
 

 
  

都道府県

6学年児童数

（ 人） †

モデル校対象

者数（ 人）

「 正し い」 の

回答者数（ 推

計） （ 人）

「 正し い」 の

回答者割合

（ 推計）

（ ％）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者数（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者割合（ 推

計） （ ％）

「 そう 思う 」

の回答者数

（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

の回答者割合

（ 推計）

（ ％）

全国*** 1096773 939878 85.7 878711 80.1 565020 51.5

モデル校** 233541 601 200133 85.7 187108 80.1 120314 51.5

北海道* 42614 93 37574 88.2 15579 36.6 3666 8.6

岩手県*

山形県*

茨城県*

群馬県*

埼玉県* 63141 88 57401 90.9 55248 87.5 36593 58.0

神奈川県*

新潟県*

石川県*

長野県*

静岡県*

三重県* 16563 114 12785 77.2 14529 87.7 7846 47.4

大阪府*

兵庫県* 49885 32 38973 78.1 45208 90.6 35855 71.9

奈良県*

和歌山県* 8099 13 7476 92.3 8099 100.0 6853 84.6

岡山県*

広島県*

徳島県*

愛媛県*

福岡県* 45381 229 40030 88.2 41814 92.1 26555 58.5

佐賀県* 7858 32 5894 75.0 6630 84.4 2947 37.5

熊本県*

注） † 　 （ 出典） 文部科学省　 学校基本調査「 年次統計・ 統計表一覧」 （ 平成28年度調査）

*    道県別推計値（ 人） ＝回答者数×各道県対象者数÷各モデル校対象者数

　   道県別推計値（ ％） ＝100×道県別推計値（ 人） ÷各道県対象者数

**　  モデル県推計値（ 人） ＝道県別推計値（ 人） の合計

　   モデル県推計値（ ％） ＝100×モデル県推計値（ 人） ÷モデル県対象者数

***　 全国推計値(人） ＝モデル県推計値（ 人） ×全国対象者数÷モデル県対象者数

　   全国推計値(％） ＝100×全国推計値(人） ÷全国対象者数

小学校

がんと 健康について、 まず身近な家族から 語ろ う と 思う 。
早期発見すれば、 がんは治り

やすい。
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表 1－2 全国・道県別がん教育指標の推計値（中学校） 
 

 
  

都道府県

3学年生徒数

（ 人） †

モデル校対象

者数（ 人）

「 正し い」 の

回答者数（ 推

計） （ 人

「 正し い」 の

回答者割合

（ 推計）

（ ％）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者数（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者割合（ 推

計） （ ％）

「 そう 思う 」

の回答者数

（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

の回答者割合

（ 推計）

（ ％）

全国*** 1160019 1075912 92.7 917610 79.1 453323 39.1

モデル校** 598259 3568 554883 92.7 473241 79.1 233793 39.1

北海道* 45569 49 43709 95.9 27899 61.2 4650 10.2

岩手県* 11838 36 11509 97.2 10852 91.7 4275 36.1

山形県*

茨城県* 27564 380 24082 87.4 24155 87.6 13202 47.9

群馬県* 19160 113 17634 92.0 15599 81.4 8478 44.2

埼玉県* 65598 37 65598 100.0 53188 81.1 23048 35.1

神奈川県* 78617 585 70957 90.3 62222 79.1 19083 24.3

新潟県* 20499 131 19717 96.2 18308 89.3 9232 45.0

石川県* 11062 33 9721 87.9 9386 84.8 6704 60.6

長野県* 20597 252 18881 91.7 17246 83.7 9890 48.0

静岡県*

三重県* 17498 494 16258 92.9 13673 78.1 6872 39.3

大阪府* 81598 34 74398 91.2 71998 88.2 43199 52.9

兵庫県* 51961 69 50455 97.1 39159 75.4 21086 40.6

奈良県*

和歌山県* 9312 107 6179 66.4 7397 79.4 4177 44.9

岡山県* 18466 142 17296 93.7 15215 82.4 8323 45.1

広島県* 26738 125 24171 90.4 22246 83.2 10481 39.2

徳島県* 6871 322 6487 94.4 5825 84.8 2838 41.3

愛媛県* 12164 43 11032 90.7 10467 86.0 4809 39.5

福岡県* 47410 396 42621 89.9 27057 57.1 20712 43.7

佐賀県* 8759 111 8601 98.2 6707 76.6 3077 35.1

熊本県* 16978 109 15576 91.7 14642 86.2 9657 56.9

注） † 　 （ 出典） 文部科学省　 学校基本調査「 年次統計・ 統計表一覧」 （ 平成28年度調査）

*    道県別推計値（ 人） ＝回答者数×各道県対象者数÷各モデル校対象者数

　   道県別推計値（ ％） ＝100×道県別推計値（ 人） ÷各道県対象者数

**　  モデル県推計値（ 人） ＝道県別推計値（ 人） の合計

　   モデル県推計値（ ％） ＝100×モデル県推計値（ 人） ÷モデル県対象者数

***　 全国推計値(人） ＝モデル県推計値（ 人） ×全国対象者数÷モデル県対象者数

　   全国推計値(％） ＝100×全国推計値(人） ÷全国対象者数

中学校

がんと 健康について、 まず身近な家族から 語ろ う と 思う 。

早期発見すれば、 がんは治り

やすい。
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表 1－3 全国・道県別がん教育指標の推計値（高等学校） 
 

 
  

都道府県

1学年生徒数

（ 人） †

モデル校対象

者数（ 人）

「 正し い」 の

回答者数（ 推

計） （ 人

「 正し い」 の

回答者割合

（ 推計）

（ ％）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者数（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

＋「 どちら か

と いえばそう

思う 」 の回答

者割合（ 推

計） （ ％）

「 そう 思う 」

の回答者数

（ 推計）

（ 人）

「 そう 思う 」

の回答者割合

（ 推計）

（ ％）

全国*** 1114890 816732 73.3 638472 57.3 308955 27.7

モデル校** 563590 3663 412867 73.3 322755 57.3 156181 27.7

北海道* 42744 190 39145 91.6 32395 75.8 15073 35.3

岩手県* 11730 203 11094 94.6 9650 82.3 4623 39.4

山形県* 10343 298 9649 93.3 7983 77.2 3818 36.9

茨城県* 26735 421 25211 94.3 22226 83.1 9462 35.4

群馬県* 17934 120 15842 88.3 14347 80.0 5829 32.5

埼玉県* 60498 30 20166 33.3 20166 33.3 6050 10.0

神奈川県* 70650 16 66234 93.8 44156 62.5 26494 37.5

新潟県*

石川県* 11036 38 10455 94.7 8713 78.9 5228 47.4

長野県* 19736 175 18270 92.6 15789 80.0 5977 30.3

静岡県* 33755 203 32591 96.6 26937 79.8 11141 33.0

三重県*

大阪府* 79950 40 77951 97.5 53966 67.5 27983 35.0

兵庫県* 48501 648 47378 97.7 39594 81.6 20658 42.6

奈良県* 12140 103 11433 94.2 9429 77.7 4243 35.0

和歌山県* 9364 79 9245 98.7 7112 75.9 2845 30.4

岡山県* 18598 259 17880 96.1 13787 74.1 5960 32.0

広島県* 24791 418 23071 93.1 20758 83.7 11328 45.7

徳島県*

愛媛県* 11818 34 11470 97.1 8690 73.5 3823 32.4

福岡県* 44705 189 42576 95.2 32169 72.0 15138 33.9

佐賀県* 8562 199 8304 97.0 7142 83.4 3485 40.7

熊本県*

注） † 　 （ 出典） 文部科学省　 学校基本調査「 年次統計・ 統計表一覧」 （ 平成28年度調査）

*    道県別推計値（ 人） ＝回答者数×各道県対象者数÷各モデル校対象者数

　   道県別推計値（ ％） ＝100×道県別推計値（ 人） ÷各道県対象者数

**　  モデル県推計値（ 人） ＝道県別推計値（ 人） の合計

　   モデル県推計値（ ％） ＝100×モデル県推計値（ 人） ÷モデル県対象者数

***　 全国推計値(人） ＝モデル県推計値（ 人） ×全国対象者数÷モデル県対象者数

　   全国推計値(％） ＝100×全国推計値(人） ÷全国対象者数

高等学校

がんと 健康について、 まず身近な家族から 語ろ う と 思う 。

早期発見すれば、 がんは治り

やすい。
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表 2 外部講師活用の整備を進める上での課題 
 

 
 

カ テゴリ サブカ テゴリ コ ード
教育

委員会

がん対策

担当課

学校への 学校への周知 学校 〇

周知方法 学校側の体制 〇

学校側の受け入れ 〇

授業時間数の確保と 打合せ時間の確保 時間 〇

外部講師依頼マニュ アルの作成 講師の依頼方法 〇

外部講師のリ スト 化 〇

講師の特定化 〇

外部講師の 地域格差の是正 地域格差 〇

質と 量 外部講師の質の担保 質 〇 〇

人材 〇

指導内容 〇

講師探し 〇

患者会講師の質の担保 〇

医師の質の担保 〇

外部講師招聘のための予算確保 予算 〇 〇

外部講師の量の確保 人数不足 〇

講師拡大 〇

外部講師の質と 量の担保 研修会 〇

患者会のと り まと め 患者会のと り まと め 〇

庁舎内外の 庁舎内連携 知事部局と の連携 〇

連携 行政側の問題 〇

行政の体制整備 〇

庁舎外連携 コ ーディ ネータ ー 〇

病院の協力体制 〇
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
がん対策における数理モデルの活用：国内外の事例 

 

研究分担者 伊藤 ゆり 大阪医科大学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 

研究協力者 福井 敬祐 大阪医科大学研究支援センター医療統計室 助教 

 

 

研究要旨 

目的：がん対策においては複雑な条件の下での意思決定が必要となり、その一つ一つの決定

根拠について長期間を要する無作為化比較等の研究成果に求めることが難しい場合が多

い。そこで、これまでの無作為化比較試験やコホート研究など各種疫学研究により蓄積され

た科学的根拠を用いて、様々な条件設定の下で判断するためのツールとして数理モデルの

活用が既に始まっている。本報告では国内外でのがん対策における数理モデルの活用事例

を紹介するとともに、今後わが国で必要となる数理モデルについて検討する。 

方法：海外の事例については Pubmed および Internet 検索により“cancer control”, 
“simulation model”, “microsimulation”等のキーワードにより、がん対策に数理モデルを

活用するための研究や実際に対策に実装された事例を収集した。国内の事例については、過

去のがん対策推進基本計画（国）及び都道府県がん対策推進計画および各研究班の報告書や

聞き取り等により収集した。 

結果：米国がん研究所では CISNETというプロジェクトにおいて、がん種ごとに研究グルー

プを発足し、マイクロシミュレーションモデルの構築に対し、資金提供をしている。それら

の研究成果は、米国 USPSTFにおいて引用され、がん検診のモダリティに応じた受診間隔の

決定や年齢の下限・上限設定に使用されている。カナダにおいては OncoSim というプロジ

ェクトにおいてがん種ごとのマイクロシミュレーションモデルが設計されており、カナダ

全土の州ごとの国民のデータに基づいた意思決定を行えるツールが提供されている。わが

国では第一期がん対策推進基本計画より、喫煙率の目標値設定などがシミュレーションモ

デルに基づいて行われている。第三期大阪府がん対策推進計画においては、検診受診率およ

び精検受診率やがん医療の均てん化に対しての死亡率減少効果の推定にマイクロシミュレ

ーションモデルが活用された。 

結論：米国・カナダを中心に活用がなされているがん対策における数理モデルの事例を通し

て、わが国でも科学的根拠に基づいたがん対策の意思決定において、数理モデルの活用が期

待される。 
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Ａ．研究目的 

 がん対策においては複雑な条件の下での意思決

定が必要となり、その一つ一つの決定根拠につい

て長期間を要する無作為化比較等の研究成果に求

めることが難しい場合が多い。例えば、新しいがん

検診モダリティを導入するかどうかについては無

作為化比較試験による研究成果を待つほかないが、

導入された検診に関して運用していく際に、利益

と不利益のバランスを考えた上での検診受診頻度

や対象年齢の設定において、新たな RCT を実施す

ることは現実的ではない。これまでの無作為化比

較試験やコホート研究など各種疫学研究において

蓄積された科学的根拠を用いて、様々な条件設定

の下で判断するためのツールとしてがん対策の意

思決定における数理モデルの活用が既に米国やカ

ナダなどで始まっている 1, 2（図 1．米国 CISNET：

Cancer Intervention and Surveillance 

Modelling Networkにおける数理モデルの枠組）。

本報告では国内外でのがん対策における数理モデ

ルの活用事例を紹介するとともに、今後わが国で

必要となる数理モデルについて検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 海外の事例については Pubmed および Internet

検 索 に よ り “cancer control”, “simulation”, 
“microsimulation”等のキーワードにより、がん対

策に数理モデルを活用するための研究や実際に対

策に実装された事例を収集した。国内の事例につ

いては、過去のがん対策推進基本計画（国）及び都

道府県がん対策推進計画および各研究班の報告書

や聞き取り等により収集した。 

 

Ｃ．研究結果 

Pubmed によるキーワード検索において、 

“cancer” AND “microsimulation”では 299 件、

“cancer control” AND “simulation”では 113件、

“cancer control” AND “microsimulation”では 25

件の検索結果が提示された。8～9割が 2010 年以降

に発表された比較的新しい論文だったが、最も古

いものでは 1980 年代のものもあった。がん種では

最も古くマイクロシミュレーションモデルが開発

された大腸がんが多かった。2017 年以降に限ると

大腸に次いで、子宮頸がんが多く主に HPV 感染や

ワクチンを扱ったものが増加していた。また、肺が

んはタバコ対策に特化したものを含めると大腸に

次いで多かった（表 1）。最近の論文の特徴として

は遺伝子多型に応じた分子標的薬の Cost-

Effectiveness など「個別化医療（personalised 

medicine）」に関連した研究も増えている 3-8。また、

がん種や介入を限定したものだけでなく、予防医

療介入を比較するもの 9など、政策の優先順位付け

の意味合いで microsimulation model が活用され

る研究も発表されている。2016 年までに発表され

た microsimulation を活用したがん研究に関する

レビュー論文も発表されており、23 の研究につい

て検討された 9。 

米 国 が ん 研 究 所 で は CISNET （ Cancer 

Intervention and Surveillance Modelling 

Network）というプロジェクトにおいて、がん種ご

とに研究グループを発足し、マイクロシミュレー

ションモデルの構築に対し、資金提供をしている 2。

その資金提供は 2000年から 5年単位で実施されて

おり、現在までに乳がん、子宮頸がん、大腸がん、

食道がん、肺がん、前立腺がんのグループがあり、

各がん種に 5～10 の研究グループがあり、様々な

アプローチにより各種テーマに取り組んでいる。

それらの研究成果は、米国 USPSTFにおいて引用さ

れ、各種がん検診のモダリティに応じた受診間隔

の決定や年齢の下限・上限設定、推奨グレードの決

定に使用されている 10-13。 

カナダにおいては OncoSim（前身は Cancer Risk 

Management Model）というプロジェクトにおいてが

ん種ごとのマイクロシミュレーションモデルが設

計されている 1, 14-18。カナダ全土の州ごとの国民の

データに基づいた意思決定を行えるツールが提供

されている。これはカナダにおいては統計局にお

いて全カナダ国民のデータをシミュレーションに

より再現し、がんのみならず様々な政策決定に活

用するためのインフラが整っているためといえる。

健康関連のmicrosimulationを包括的に行うPOHEM

（The Population Health Model）の枠組は OnsoSim

の発展にも大きく影響している 19-21。 

わが国では第一期がん対策推進基本計画より、

喫煙率の目標値設定やそれに基づく喫煙関連がん

の死亡率減少の予測がシミュレーションモデルに

基づいて行われている 22。第二期がん対策推進基本

計画においても検診や治療などに関しては数理モ

デルというよりはシンプルな計算による目標値設

定がなされてきた 23, 24。平成 26～28年度厚生労働

科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業「が

ん対策推進基本計画の効果検証と目標設定に関す

る研究」班において、開発された大腸がんモデル
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（CAMOS-J CRC Ver.1.0）に基づき、検診受診率お

よび精検受診率やがん医療の均てん化に対しての

死亡率減少効果の推定を行い、目標値設定などへ

の活用を第６３回および６４回がん対策推進協議

において提案したが、国の第三期がん対策推進基

本計画には採用されなかった。 

一方、第三期大阪府がん対策推進計画において

は、上記マイクロシミュレーションモデルによる

検診受診率および精検受診率やがん医療の均てん

化に対しての死亡率減少効果は、大阪府における

がん死亡率将来推計値 25 とともに目標値設定にお

いて活用された 26。 

 

Ｄ．考察 

 数理モデル、特にマイクロシミュレーションモ

デルを活用したがん対策に関する研究はここ数年

で数多くの研究成果が発表されている。RCT が実質

上困難であるようなリサーチ・クエスチョンに対

して多様なシナリオに応じた様々なアウトカムに

関して将来予測が可能となるマイクロシミュレー

ションモデルの活用は、集団全体の利益を最大化

するという視点と共に、個別化医療・個別化予防の

実施可能性の評価、また健康格差の縮小など様々

な視点で検討を可能としうる。 

米国・カナダにおいては、研究資金の確保、成果

の公表からガイドラインへの適用と、政策活用へ

のルートが確保されている。わが国におけるがん

対策においては、数理モデル構築のための研究資

金はまだわずかであり、それに起因する人材不足

も課題といえる。また、研究成果をガイドラインに

適用したり、政策活用に展開したりする上で、数理

モデルへの理解や信頼性の低さが障壁となり、容

易ではない。 

しかしながら、がん対策を始め各種健康政策に

おける意思決定は、高齢社会、健康格差など複雑な

課題に対応する必要があり、数理モデルによる科

学的根拠に基づく政策決定が求められている。先

行して開発が始まった大腸がんモデルを始め、日

本人データに基づいた各がん種のモデルの構築及

びその公衆衛生的活用に向けて、さらなる事例の

発信が必要である。 

  

Ｅ．結論 

 米国・カナダを中心に活用がなされているがん

対策における数理モデルの事例を通して、わが国

でも同様のモデルの開発・適用を行い、科学的根拠

に基づいたがん対策の意思決定が行える基盤整備

が期待される。 
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２．学会発表 

伊藤ゆり. がん登録の未来～患者・地域に解決を

もたらすデータサイエンスへの進化のために～

「地域ができること」. J-CIPシンポジウム『がん

登録の現在と未来』. 日本がん登録協議会 第 27

回学術集会. (那覇市: 13th June. 2018 2018) 

伊藤ゆり. S-1-2. Socio-economic inequalities 

in cancer survival in Japan, シンポジウム 1「が

ん疫学研究の未解決分野」. がん予防学術大会

2018香川. (高松市: 27th June. 2018 2018) 

Fukui K, Ito Y, Kamo K, Katanoda K, Nakayama 

T. Estimation of effects of colorectal cancer 

screening by Fecal Occult Blood Test for 

reduction in colorectal cancer mortality based 

on micro-simulation model. The 40th annual 

meeting of the International Association of 

Cancer Registries. (Arequipa, Peru [Oral]: 13-

15th Nov. 2018. 2018) 

伊藤ゆり. 探してみよう読んでみよう難治性がん

の統計. J-CIP セミナー. 第 3 回全国がん患者学

会.[招待講演]. (東京都: 2018/12/15 2018) 

福井敬祐, 加茂憲一, 伊藤ゆり, 片野田耕太, 中
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図1．米国CISNETにおけるがん数理モデルの基本枠組 

 
 
 
 

表1． 検索式“cancer” AND “microsimulation”  
（2017～2019年発表のみ）の論文のがん種内訳 

 

がん種 N 

大腸 24 

肺・タバコ 16 

子宮頸 13 

乳房 10 

前立腺 7 

全般 3 

その他 23 

合計 96 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

青森県におけるがん対策の進捗評価と国との連携方法の検討 

 

研究分担者 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 医療情報部 准教授 

 
研究要旨 
都道府県のがん対策ではがん医療のウェイトが大きい。今年度、青森県ではがん診療連携拠点病院

数が半減し、がん対策計画の抜本的見直しが必要になった。がん医療均てん化の指標設定と地域医

療充実が必要である。 

Ａ．研究目的 
わが国の死因第一位はがんであり、が 
ん対策は公衆衛生の中でも重要な位置を 
占める。また、その進捗状況を数値によ 
って確認することは PDCA サイクルの重 
要な部分の一つである。 
青森県は過去 10 年以上にわたってがん 
年齢調整死亡率が全国で最も高く、効果 
的ながん対策が大きな課題である。 
がん対策は大きく一次・二次・三次予 
防に分けることができる。一次・二次予 
防は国が大きく方針を決定して県や市町 
村が実施する部分が大きく、県のがん対 
策計画では三次予防、特にがん医療計画 
のウェイトが大きい。その中でも、二次 
医療圏単位で設置することとなっている 
がん診療連携拠点病院は都道府県のがん 
対策計画の中心的な役割を担っている。 
本研究では青森県におけるがん診連携 
拠点病院の指定とがん対策計画の課題を 
考察した。 
 
Ｂ．研究方法 
がん診療連携拠点病院等の指定に関す 
る検討会によって見直された青森県のが 
ん診療連携拠点病院の指定状況を確認し、 

これまでの青森県における第三次がん対 
策推進計画との関連を検討した。 
 
Ｃ．研究結果 
青森県ではこれまで県拠点病院１、地 
域拠点病院６（県内６医療圏のうち、拠 
点病院のない医療圏が１）であった。し 
かし、見直し後は県拠点病院１、地域拠 
点病院３となり、拠点病院がない医療圏 
は３に増加した。 
 
Ｄ．考察 
今回、地域拠点病院に指定されなかっ 
た病院は、いずれも医師不足により指定 
要件を満たせなかった。また、拠点病院 
数が半減し、拠点病院がない医療圏が増 
加したことから、青森県ではがん対策推 
進計画の抜本的見直しが必要になった。 
がん診療連携拠点病院は全国どこでも 
質の高いがん医療を受けられるように推 
進されている事業で、都道府県における 
がん対策推進計画の重要な部分である。 
しかし、医師確保は都道府県が主導した 
場合であっても困難なことが多く、地方 
ではがん医療均てん化のために不可欠な 
人的資源が不足している。今回の見直し 
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による青森県での拠点病院減少は、その 
ことを明確に示していると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
地域におけるがん医療の均てん化（が 
ん診療連携拠点病院の整備と機能の充実） 
は都道府県が策定するがん対策推進計画 
に含まれているものの、都道府県には解 
決できない部分がある。 
今後、地域におけるがん医療の実態に 
関する指標を設定してモニタリングし、 
地域間格差の解消に取り組まなければ、 
がん医療の均てん化は難しいものと考え 
られた。 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 
 2.  学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1．特許取得 
  なし 
2．実用新案登録 
なし
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厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 
平成 30 年度 分担研究報告書 

 
沖縄県におけるがん対策の進捗評価と国との連携方法の検討に関する研究 

 
研究分担者  増田昌人 琉球大学医学部附属病院がんセンター長 

 
研究要旨 
第２次沖縄県がん対策推進計画の中間評価の際の「患者家族調査」の経験をもとに、がん対

策推進基本計画（第３期）の中間評価を行うに当たって、患者の視点からのがん対策評価を行

うために『患者体験調査』の質問を作成した。 
質問を作成するに当たり、全国がん患者会連合会の役員の協力を得て、患者関係者、分担研

究者、分担協力者で作成委員会を組織した。がん対策推進基本計画（第３期）を、ロジックモ

デルを基に再編し、それぞれの分野ごとの最終アウトカムを明らかにした。作成委員会が主と

なり、前述の「患者家族調査」の質問項目を参考に、ロジックモデルを意識しながら、最終ア

ウトカムが評価できる質問を、各分野１～3 個作成した。 
 

 
Ａ．研究目的 
 第２次沖縄県がん対策推進計画の中間評価の際

の「患者家族調査」の質問票および調査結果を参考

に、がん対策推進基本計画（第３期）の中間評価を

行うに当たって、患者の視点からのがん対策評価を

行うために『患者体験調査』の質問を作成する。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１．第２次沖縄県がん対策推進計画の中間評価の際

の「患者家族調査」の質問票および調査結果を再確

認する。 
２．がん対策推進基本計画（第３期）を、ロジック

モデルを基に再編し、それぞれの分野ごとの最終ア

ウトカムを明確にする。 
３．全国がん患者団体連合会の役員の協力を得て、

研究協力者および分担者で作成委員会を組織する。 
４．作成委員会が主となり、前述の「患者家族調査」

の質問項目を参考に、ロジックモデルを意識しなが

ら、最終アウトカムが評価できる質問を作成する。 
（倫理面への配慮） 
 研究の特性上、特になし 

 
 
Ｃ．研究結果 
 全国がん患者会連合会の役員の協力を得て、患者

関係者、分担研究者、分担協力者で作成委員会を組

織した。がん対策推進基本計画（第３期）を、ロジ

ックモデルを基に再編し、それぞれの分野ごとの最

終アウトカムを明らかにした。作成委員会が主とな

り、前述の「患者家族調査」の質問項目を参考に、

ロジックモデルを意識しながら、最終アウトカムが

評価できる質問を、各分野１～3 個作成した。 
 
Ｅ．結論 
 第２次沖縄県がん対策推進計画の中間評価の際

の「患者家族調査」の経験を活かして、がん対策推

進基本計画（第３期）の中間評価のために『患者体

験調査』の質問を作成した。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
 なし 
 
２．学会発表 
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1) 井岡 亜希子(琉球大学 医学部), 増田 昌人, 青
木 一雄, 医療施策の評価を目的とした保健医療情

報のレコード・リンケージに関する研究, 第 77 回

日本公衆衛生学会総会抄録集, 315, 2018 
2) 仲嶺 八紀, 村上 隆啓, 向井 麻奈美, 比嘉 裕
子, 田里雅樹, 新里 明美, 伊佐 奈々, 増田 昌人, 
井上 泉, 当院における胃癌・大腸癌診療の質評価

と改善活動の検討, 診療情報管理, 30 巻 2 号, 185, 
2018 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
 なし 
  
２．実用新案登録 
 なし 
  
３．その他 
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
CAHPSによる患者体験調査に関する研究 

 
渡邊 ともね 国立がん研究センター がん対策情報センター がん臨床情報部研究員 

 
研究要旨： 

日本語版の CAHPS Cancer Survey の調査票を翻訳、使用することにより、患者体験調査の国際比較へ

の道を拓き、今後の日本におけるがん医療の質向上のための課題を模索することである。このため、

翻訳、改定を重ねた後、日本語版の調査票を使用し、インターネットパネル 536名より回答を得た。

結果、米国で想定されたものとほぼ同様の因子が抽出され、米国における CHAPS cancer surveyと同

様のデータ蓄積可能性が示唆された。今後、詳細な解析や検討をかさね、データの国際比較の道を模

索する。 

 

○研究責任者および共同研究者 

研究責任者： 渡邊ともね 国立がん研究センターがん対策情報センター がん臨床情報部 

共同研究者： 東尚弘 国立がん研究センターがん対策情報センター がん臨床情報部 

 

A.研究目的・意義 

平成 24年に閣議決定された第 2期がん対策基

計画において、がん対策の進捗評価のための指

標の策定がなされ、医療の質の評価の一環とし

てがん患者体験調査が全国規模で開始された。

この際使用される調査票は、独自のインタビュ

ー方式により作成されたものであり、結果のさ

らなる応用や、国際的な比較は想定されていな

かった。しかしながら、患者体験調査が国際比

較できれば、我が国における患者の視点に立っ

た医療の質を可視化し、課題の明確化、対策に

つながるといった点で今後のがん対策にとり重

要な貢献となり得る。さらに、現存する患者体

験調査を継続的に改善し、適正な医療の質評価

のための患者体験調査として、妥当性と信頼性

の高い調査票の使用が必要とされている。この

ような中、米国では、Agency for Healthcare 

Research and Quality(AHRQ)により CAHPS 調査

票が患者体験調査として開発され、データの蓄

積がなされている。Consumer Assessment of 

Healthcare Providers and Systems (以下、

CAHPS)調査票は、測定領域の明確化、文献レビ

ュー、現存する測定手段と関連尺度のレビュ

ー、ステークホルダーの参画、患者や顧客への

フォーカスグループの実施、妥当性と信頼性の

高い調査票の開発、患者インタビュー、認知テ

ストによる患者インタビュー結果の復習、現場

検証と結果の心理分析、現場検証の復習のすべ

てのプロセスを経て作成された妥当性と信頼性

の高い患者体験調査票である(1)。その中で、が

ん医療に特化した患者体験を調査するため、

CAHPS Cancer Care Surveyが、2016年に開発さ

れた。 

本研究の目的は、日本語版の CAHPS Cancer 

Survey の調査票を翻訳、使用することにより、

患者体験調査の国際比較への道を拓き、今後の

日本におけるがん医療の質向上のための課題を

模索することである。CAHPS Cancer Surveyは

2016年に開発されたばかりの比較的新しい調査

票であり、データの蓄積は今後の課題とされて

いるが、日本において本調査票を用いたデータ

を蓄積することは、今後米国において Cancer 

Survey のデータが蓄積された際、国際比較する

ことを可能とし、共同研究への道を拓くことに

もつながる。本研究は、がん対策評価における

課題である患者の視点による医療の質の評価を

可能にするため、妥当性と信頼性の高い既存の

海外の調査票を使用し患者体験調査をおこな
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い、さらに国際比較可能性の基盤づくりを試み

るという点が独創的な点であるといえる。 

 

B.研究方法 

本研究は以下の通り、平成 29年と平成 30年の 2

年間にわたり (1)翻訳、(2)改訂、(3)本調査、

(4)集計と分析の 4段階構成で行われた。 

 (1).翻訳 

AHRQの翻訳要綱に沿い、CAHPS Cancer Survey

を翻訳する。翻訳は、①翻訳チームメンバーの

選出：翻訳者とレビューアーから成る翻訳チー

ムメンバーを選出した。翻訳者とレビューアー

の要件は Translating CAHPS survey(Appendix 

A)に準ずる ②翻訳:翻訳は少なくとも 2人の翻

訳者により別々に行われた③レビュー：レビュ

ーアーにより、内容の検証を行った④合意を得

る：チーム全体で話し合い、翻訳結果について

の合意を得た。すべての工程終了後、AHRQのガ

イドラインに従い、調査票のフォーマットを整

えられた。必要に応じて、AHRQに連絡を取り疑

問点を話し合いが行われた。 

(2).調査票の実行可能性の検証、改訂 

国立がん研究センター施設内にて、患者・市民

パネル 10名程度に個々にインタビュー調査を行

い、実際に出来上がった調査票を使用し分かり

にくい点、改訂が必要な点を検証し最終的な文

言の修正がされた。 

(3).本調査 

サンプルフレームの決定: 回答率を 40％と仮定

し少なくとも 300の完全回答の調査票を得るた

めに 750人のサンプルを必要とした。尚、調査

は外部業者に委託の Web調査とした。調査票は

すべて無記名、回答者の自由意志で行われ、回

答の有無による不利益を被らないことが明記さ

れた。尚、Web調査をするため、回答率が目標を

下回ることは非常に稀であった。 

(4). 集計と分析 

結果の受け取り、調査結果をもとに Stata や

Excelを使用して集計を行われた。集計結果をも

とに JASPと Stataを使用し、AHRQの公開マニュ

アルを参考に結果の分析をおこない、今後の日

本のがん医療の質向上のための課題が模索され

た。 

 

C.研究結果 

 薬物、手術、放射線と 3つがんに関する CAHPS

調査票が存在する中、今回の翻訳に際しては

「CAHPS がん医療に関する調査」という名前で 3

つを統合した調査票を作成した。米国における 3

つの CAHPS調査票は 3つの別々の医療に携わっ

た医療チームを評価するものであったため、翻

訳版ではがん医療に関わった医療者を対象にす

るものとし、特定の医療提供者に限定しなかっ

た。翻訳後、10名の「患者・市民パネル」に対

して一人 1時間程度のインタビューを行い、最

終的に 50問の調査票を作成した。 

 本調査は、2019年 02月 14からの 4日間、NTT

コム オンライン・マーケティング・ソリューシ

ョンのインターネット調査パネルに対して行わ

れた。10225 名に対し調査票を配信したうち、

536名からの回答を得た（回答率約 20%）。想定

された因子は、50項目中 2問の global ratings

以外に 6つであった（2）。想定された因子が明確

であったため、本来ならば Confirmatory factor 

analysis(CFA)が行われるべきだったが、

JASP,Stata両方のソフトにおいて解析不能であ

った。要因として、選択式の問題で当てはまる

者のみ回答すべき問いがいくつか存在し、

Missing dataが多く含まれたことが挙げられ

る。代わりに、Exploratory Factor Analysis

（EFA）が行われ、因子の数は予め 6つに設定さ

れた。q36のみ選択肢が 2択であったため、本問

いは分析から除外された。結果、Component 

loading>=0.4の条件下で想定された 6つの因子

が存在したが(Table1)、”Care coordination”

として想定された領域の因子のうち 2つの問い

（q20,q26）は別の領域内に入っていた。

Table2,Table3からもこの 2つの問いが別の領域

によりフィットすることが言える。特に q20

は、因子分析の結果でも Provider 

communicationに属しており、質問の順番、内容

からも、Care coordination よりは Provider 

communicationに属する方がより適切と考えられ

た。本モデルにおいて、RMSEA=0.059(0.049-

0.068),TLI=0.932であった。先行研究の基準

は、RMSEA<0.05, TLI>=0.95 であり、値は近い
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ものの基準はみたさなかった。それぞれの領域 における結果を以下に示す。 

 
Table1. Result of factor analysis(Exploratory factor analysis) 

 RC 1 RC 2 RC 3 RC 4 RC 5 RC 6 

q13  .  .  .  .  0.515  .  

q15  .  .  .  .  0.715  .  

q17  .  .  .  .  0.703  .  

q18  0.614  .  .  .  .  .  

q19  0.670  .  .  .  .  .  

q20  0.787  .  .  .  .  .  

q21  0.950  .  .  .  .  .  

q22  0.734  .  .  .  .  .  

q24  .  .  .  .  .  0.969  

q26  .  -0.430  .  .  .  .  

q29  .  0.714  .  .  .  .  

q32  .  0.863  .  .  .  .  

q35  .  0.703  .  .  .  .  

q37  .  .  .  .  .  .  

q40  .  .  .  1.037  .  .  

q41  .  .  .  0.665  .  .  

q6  .  .  0.715  .  .  .  

q7  .  .  0.801  .  .  .  

q8  .  .  0.517  .  .  .  
 
 
 
Table2. Result of reliability and descriptive statistics 

  Provider 
communication 

Care 
Coordination 

Courteous  
office staff 

Getting  
timely care 

Supporting 
Patient 

self-
management** 

Available to 
Provide Care 

and Info 

Internal-
consistenc
y reliability 
(Cronbach
's a) 

>=0.
70 

0.860 (0.839-
0.878) 

0.575(0.509-
0.634) 

0.864(0.839-
0.885) 0.684(0.634-0.727) 0.814(0.787-

0.839) 
0.766(0.730-

0.799) 

criterion 
validity 

>=0.
30 

0.716,0.625(p
<.001) 

0.526,0.456(p
<.001) 

0.457,0.456(p
<.001) 

0.475,0464(p<.001
,0.001) 

0.545,0.334(p
<.001) 

0.458,0.402(p
<.001) 

Scaling 
success * ✓ × ✓ × ✓ ✓ 

Ceiling 
effects 

>75
% 31.5%-44.6% 21.8%-65.7% 43.8%,46.3% 44.9%-59.6% 7.7%-34.7% 12.6%-36.5% 

＊if items correlate more highly with their own composites than with other composites (Table3) 
**q36 was excluded since it has two choices whereas the others have three 

 



 

 

55 

 

 

 

Table3. Item-rest correlation matrix 
   Available Timely Provider Care Supporting  Courteous 

Available 

q6 0.629 -0.168 -0.407 -0.308 0.553 -0.203 

q7 0.633 -0.091 -0.351 -0.327 0.481 -0.198 

q8 0.551 -0.235 -0.338 -0.338 0.54 -0.183 

Timely 

q13 -0.37 0.511 0.409 0.287 -0.397 0.289 

q15 -0.228 0.532 0.391 0.312 -0.181 0.309 

q17 -0.161 0.461 0.485 0.513 -0.435 0.242 

Provider 

q18 -0.285 0.614 0.645 0.506 -0.421 0.447 

q19 -0.39 0.462 0.727 0.549 -0.537 0.441 

q21 -0.368 0.299 0.744 0.563 -0.543 0.44 

q22 -0.44 0.346 0.71 0.57 -0.592 0.422 

Care 

q20 -0.365 0.509 0.733 0.394 -0.473 0.467 

q24 -0.271 0.53 0.473 0.478 -0.271 0.281 

q26 -0.332 0.068 0.334 0.346 -0.42 0.105 

Supporting 

q29 0.439 -0.365 -0.509 -0.463 0.619 -0.282 

q32 0.454 -0.34 -0.494 -0.461 0.785 -0.252 

q35 0.445 -0.223 -0.509 -0.402 0.64 -0.316 

q37 0.334 -0.054 -0.223 -0.291 0.523 -0.134 

Courteous 
q40 -0.216 0.271 0.463 0.286 -0.289 0.761 

q41 -0.226 0.273 0.513 0.328 -0.265 0.761 

 
アンケートの結果に関しては、”Provider 

communication”領域の 4問においては、「1:全

くなし、2:時々あり、3:たいていあり、4:いつ

もあり」の回答平均が 3.0-3.5であっ

た。”Courteous office staff”領域の 2問の

回答平均は 3.3、“Getting timely care”領域

の 3問では 3.0-3.5であった。“Supporting 

patient self-management”領域の 5問において

は「1：はい、2:ややそう思う、3：いいえ」の 3

段階評価であり、回答平均は 1.5-1.9、

“Available to provide care and info”領域

の 3問においては 1.4-1.9であった。ほとんど

の領域で回答者の満足度は高いと言える。今回

因子としては入らなかったが、もともと想定さ

れた領域としてあった”Care coordination”の

3問は、回答平均は 4段階中 2.6-3.5 であり、中

でも低値かつ比較的大きなばらつき(SD:0.9)を

記録したのが「担当の医師や看護師と服用中の

薬について相談しましたか」という問いだっ

た。回答終了時、回答者に「回答しにくい質問

があったか」という問いに対しては、87%が「特

になかった」と回答した。残りの 13%はなんから

の問いが答えにくいと回答したが、「答えにく

い」とされた問いが特定のものに集中したわけ

ではなかった(q4「どのくらいの期間、その病院

でがん治療を行いましたか」が最多で 2.3%)。 

 

D.考察 

米国で開発された CAHPS調査を使用し、日本

語版に翻訳、調査を実施した。結果、想定され

たほとんどの領域は想定通り因子として挙がっ

たが、”Care coordination”の領域は日本語版
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の調査票においては因子として適切とは言いが

たかった。 

考えられる要因の 1つとして、日本の医療現

場では、米国ほど医療提供に関する分業が明確

化されていない点が挙げられる。例えば、結果

では、「担当の医師や看護師と服用中の薬につい

て相談しましたか」という問いに対して比較的

低くばらつきの大きかった。理由として、米国

での調査票は「放射線チーム、薬物療法チー

ム、手術チーム」と質問対象が明確に分かれて

いたのに対し、翻訳版では対象を「医師や看護

師」としており、医療現場で多くの役割を引き

受ける可能性がある専門職が対象となっている

点、また、服薬指導を専属薬剤師がおこなう病

棟や看護師が行う病棟もあったりと、服用中の

薬剤に関する相談について統一した医療提供が

されていない点が挙げられる。つまり、米国に

おいては、この問いに対する結果が薬物療法チ

ームで高値となり、放射線チームでは低値とな

るなどと予想できるのに対し、対象を「医者や

看護師」にしたことで回答にばらつきが生まれ

た可能性がある。 

既述のように、米国と日本で医療システムに

乖離のある分野に関しては、想定された結果が

でないこともああった。今後、CARPS 調査をさら

に進める上で、提供者の評価に関わる問いに関

しては、慎重に検討していく必要がある。 

 

E.結論 

今回の研究により、米国で広く使用されてい

る CAHPS 調査票を使用し、翻訳を通じて国内で

米国と同様のデータを蓄積していくことが可能

であることが示唆された。ただし、両国の医療

システムの違いを考慮に入れ、今後、

supplemental itemを使用した項目の追加や、さ

らなる詳細な解析を通じて実現可能な国際比較

の道を模索していく。 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表   なし 

2．学会発表   なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1．特許取得 

  なし 

2．実用新案登録 

  なし 

3. その他 

  なし 
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Appendix 
Appendix 1: CAHPS調査 単純集計結果 
Q1_1．お差し支えない方は あなたが がん治療を受けた主たる病院の名前を教えて下さい。  

    実数 % 

全体 480 100.0 

回答者数 480 100.0 

        

(Q2．医師は、あなたががんであるとあなた自身に告げましたか。      

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 はい 524 97.8 

2 いいえ 12 2.2 

        

(Q3．その病院は、あなたが普段から（他の病気や健康に関する相談などで）通っている病院ですか。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 はい 167 31.9 

2 いいえ  357 68.1 

        

(Q4．どのくらいの期間、その病院でがん治療を行いましたか（行っていますか）。    

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 6 か月未満 244 46.6 

2 6 か月以上 1年未満 83 15.8 

3 1年以上 2年未満 56 10.7 

4 2年以上 141 26.9 

        

(Q5．最初にがんと診断されたのはいつですか。      

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 6 か月未満前 32 6.1 

2 6 か月から 11か月前 31 5.9 

3 1年から 2年前 59 11.3 

4 2年以上前 402 76.7 

        

(Q6．治療が決定してから、医療スタッフは、何か質問がある時には連絡してもよいと伝えましたか。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 はい 294 56.1 

2 ややそう思う 131 25.0 

3 いいえ 99 18.9 
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(Q7．治療が決定してから、医療スタッフは、副作用や気になる症状が現れた時にはすぐに知らせるよう伝えましたか。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 はい 343 65.5 

2 ややそう思う 115 21.9 

3 いいえ 66 12.6 

        

(Q8．治療が決定してから、医療スタッフは、診察時間外の連絡方法についてわかりやすく伝えましたか。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 はい 203 38.7 

2 ややそう思う  130 24.8 

3 いいえ 191 36.5 

        

(Q9．治療が決定してから、医療スタッフは、がん治療に関わる意思決定にご家族やご友人が参加してもよいと伝えましたか。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 はい 326 62.2 

2 ややそう思う 115 21.9 

3 いいえ 83 15.8 

        

(Q10．最後にその病院で治療をうけたのはいつですか。      

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 6 か月未満前 112 21.4 

2 6 か月以上 1年未満前 35 6.7 

3 1年以上 2年未満前 46 8.8 

4 2年以上前 331 63.2 

        

(Q11．その病院において診察は何回程度ありましたか。 メールや電話相談は含みません（入院期間を除きます）。  

    実数 % 

全体 524 100.0 

1 ない 19 3.6 

2 1回～5回 198 37.8 

3 6回～10回 73 13.9 

4 11回以上 234 44.7 

        

(Q12．その病院に緊急で連絡をとったことがありますか。      

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 90 17.8 

2 いいえ 415 82.2 
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(Q13．Q12の際、すぐに診てもらえましたか。      

    実数 % 

全体 90 100.0 

1 全く診てもらえなかった 3 3.3 

2 時々診てもらえた 6 6.7 

3 たいてい診てもらえた 33 36.7 

4 いつも診てもらえた 48 53.3 

        

(Q14．その病院で、検査や受診の予約をしたことがありますか。      

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 485 96.0 

2 いいえ 20 4.0 

        

(Q15．Q14の際、すぐに予約がとれましたか。      

    実数 % 

全体 485 100.0 

1 全くとれなかった 3 0.6 

2 時々とれた 19 3.9 

3 たいていとれた 174 35.9 

4 いつもとれた 289 59.6 

        

(Q16．病気に関する質問をするため、診療時間内にその病院に連絡をしたことはありますか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 98 19.4 

2 いいえ 407 80.6 

        

(Q17．Q16の際、その日のうちに回答を得られましたか。      

    実数 % 

全体 98 100.0 

1 全く得られなかった 2 2.0 

2 時々得られた 11 11.2 

3 たいてい得られた 41 41.8 

4 いつも得られた 44 44.9 

        

(Q18．担当の医師や看護師の指示や注意点に関する説明はわかりやすかったですか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 わからなかった 7 1.4 

2 時々わかりやすかった 34 6.7 
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3 たいていわかりやすかった 265 52.5 

4 いつもわかりやすかった 199 39.4 

        

(Q19．担当の医師や看護師はあなたの話をどれくらい聞いてくれましたか。    

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 全く聞いてくれなかった 1 0.2 

2 時々聞いてくれた 37 7.3 

3 たいてい聞いてくれた 242 47.9 

4 いつも聞いてくれた 225 44.6 

        

(Q20．担当の医師や看護師はあなたの病気に関する情報を常に把握していたと思いますか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 全くしていなかった 2 0.4 

2 時々していた 45 8.9 

3 たいていしていた 259 51.3 

4 いつもしていた 199 39.4 

        

(Q21．担当の医師や看護師はあなたの思いや気持ちを尊重しようとしていましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 全くしてなかった 6 1.2 

2 時々していた 49 9.7 

3 たいていしていた 262 51.9 

4 いつもしていた 188 37.2 

        

(Q22．担当の医師や看護師はあなたに十分な時間をとって対応してくれましたか。    

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 全くしてくれなかった 12 2.4 

2 時々してくれた 62 12.3 

3 たいていしれくれた 272 53.9 

4 いつもしてくれた 159 31.5 

        

(Q23．担当の医師が、血液検査、X線検査、またはその他の検査を追加したことがありましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 399 79.0 

2 いいえ 106 21.0 

        

(Q24．その病院では、行われた血液検査、X線検査、またはその他の検査の結果の説明をしてくれましたか。  
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    実数 % 

全体 399 100.0 

1 全くしてくれなかった 6 1.5 

2 時々してくれた 15 3.8 

3 たいていしてくれた 116 29.1 

4 いつもしてくれた 262 65.7 

        

(Q25．処方された内服薬を服用しましたか。      

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 386 76.4 

2 いいえ 119 23.6 

        

(Q26．担当の医師や看護師と、服用中の薬について相談しましたか。    

    実数 % 

全体 386 100.0 

1 全く話し合わなかった 42 10.9 

2 時々話し合った 124 32.1 

3 たいてい話し合った 136 35.2 

4 いつも話し合った 84 21.8 

        

(Q27．担当の医師や看護師と、がんによる痛み、または治療による痛みについて相談しましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 287 56.8 

2 いいえ 218 43.2 

        

(Q28．がんによる痛み、または治療による痛みがありましたか。      

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 221 43.8 

2 いいえ 284 56.2 

        

(Q29．担当の医師や看護師は、この痛みについて助言や何らかの支援をしましたか。  

    実数 % 

全体 221 100.0 

1 はい 119 53.8 

2 ややそう思う 85 38.5 

3 いいえ 17 7.7 

        

(Q30．担当の医師や看護師と、がんや治療にともなう体調の変化について相談しましたか。  

    実数 % 
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全体 505 100.0 

1 はい 349 69.1 

2 いいえ 156 30.9 

        

(Q31．病気や治療にともなう体調の変化に悩まされることがありましたか。    

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 262 51.9 

2 いいえ 243 48.1 

        

(Q32．担当の医師や看護師は、この体調の変化に対して助言や何らかの支援をしましたか。  

    実数 % 

全体 262 100.0 

1 はい 145 55.3 

2 ややそう思う 92 35.1 

3 いいえ 25 9.5 

        

(Q33．担当の医師や看護師と、がんや治療に関連した不安などの精神的な問題について相談しましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 194 38.4 

2 いいえ 311 61.6 

        

(Q34．がんや治療に関連した不安などの精神的な問題がありましたか。    

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 212 42.0 

2 いいえ 293 58.0 

        

(Q35．担当の医師や看護師は、この精神面の問題に対して助言や何らかの支援をしましたか。  

    実数 % 

全体 212 100.0 

1 はい 68 32.1 

2 ややそう思う 85 40.1 

3 いいえ 59 27.8 

        

(Q36．在宅におけるがん医療には、在宅医療、特別な医療機器、または特別な備品などのサービスがあります。 このような

サービスについて話しがありましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 74 14.7 

2 いいえ 431 85.3 
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(Q37．担当の医師や看護師と、治療期間中の食事や運動などの方法について相談しましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 195 38.6 

2 ややそう思う 135 26.7 

3 いいえ 175 34.7 

        

(Q38．担当医師や看護師を総合して 0から 10の数字で評価してください。 尚、0が最低の医師や看護師、10 を最高の

医師や看護師としてください。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 最低の医師や看護師 0 0 0.0 

2 ←1 1 0.2 

3 2 5 1.0 

4 3 5 1.0 

5 4 4 0.8 

6 5 25 5.0 

7 6 20 4.0 

8 7 88 17.4 

9 8 153 30.3 

10 →9 110 21.8 

11 最高の医師や看護師 10 94 18.6 

        

(Q39．その病院でのがん医療全般について、あなたの経験を 0から 10の数字で評価してください。 尚、0が最低の医療

経験、10 を最高の医療経験としてください。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 最低の経験 0 2 0.4 

2 ←1 2 0.4 

3 2 2 0.4 

4 3 2 0.4 

5 4 8 1.6 

6 5 25 5.0 

7 6 31 6.1 

8 7 68 13.5 

9 8 157 31.1 

10 →9 119 23.6 

11 最高の経験 10 89 17.6 

        

(Q40．その病院の受付・手続きなどの事務員の対応は十分なものでしたか。    

    実数 % 
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全体 505 100.0 

1 全く十分でない 4 0.8 

2 時々 43 8.5 

3 たいてい 237 46.9 

4 いつも 221 43.8 

        

(Q41．その病院の受付・手続きなどの事務員は、礼儀をもってあなたに接していましたか。  

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 全くしてない 8 1.6 

2 時々 36 7.1 

3 たいてい 227 45.0 

4 いつも 234 46.3 

        

(Q42．あなたのがん治療について、どのように意思決定をしたいとお考えですか。    

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 主に自分で意思決定をしたい 110 21.8 

2 自分と医師で一緒に意思決定をしたい 361 71.5 

3 主に医師に意思決定をしてもらいたい 34 6.7 

        

(Q43．がん治療のため入院をしましたか。      

    実数 % 

全体 505 100.0 

1 はい 458 90.7 

2 いいえ 47 9.3 

        

(Q44．現在のあなたの全身の健康状態について評価してください。      

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 非常に良好 72 13.4 

2 良好 181 33.8 

3 普通 197 36.8 

4 やや悪い 68 12.7 

5 悪い 18 3.4 

        

(Q45．現在のあなたの精神面または情緒面について、評価してください。    

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 非常に良好 86 16.0 

2 良好 181 33.8 

3 普通 213 39.7 
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4 やや悪い 42 7.8 

5 悪い 14 2.6 

        

(Q46．年齢     

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 18-20歳 1 0.2 

2 21-24歳 2 0.4 

3 25-34歳 8 1.5 

4 35-44歳 40 7.5 

5 45-54歳 95 17.7 

6 55-64歳 157 29.3 

7 65-74歳 163 30.4 

8 75歳以上 70 13.1 

        

(Q47．性別     

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 男性 323 60.3 

2 女性 213 39.7 

        

(Q48．最終学歴を教えてください。      

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 小学校以下 0 0.0 

2 中学校 11 2.1 

3 高校 167 31.2 

4 専門学校、短大 104 19.4 

5 大学 234 43.7 

6 大学院 20 3.7 

        

(Q49．この調査票に回答するのにあたり、他人の助けを必要としましたか。    

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 はい 9 1.7 

2 いいえ 527 98.3 

        

(Q50．その人は、調査回答に際し、どのように関わったのでしょうか。    

    実数 % 

全体 9 100.0 

1 質問を読んでくれた 2 22.2 

2 回答を記入してくれた 1 11.1 
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3 質問に回答してくれた 1 11.1 

4 質問を私の言語に通訳してくれた 0 0.0 

5 その他の方法で手助けしてくれた 5 55.6 

        

(MA)Q51．Q2～45 までで、答えにくい質問はありましたか。 答えにくかった質問とその理由についてお聞かせください。 

    実数 % 

全体 536 100.0 

1 特になかった 468 87.3 

46 癌（がん）になったことはない 0 0.0 

2 Q2 医師は、あなたががんであるとあなた自身に告げましたか。 5 0.9 

3 Q3 その病院は、あなたが普段から（他の病気や健康に関する相談などで）通っている病院ですか。 12 2.2 

4 Q4 どのくらいの期間、その病院でがん治療を行いましたか（行っていますか）。 15 2.8 

5 Q5 最初にがんと診断されたのはいつですか。 3 0.6 

6 Q6 治療が決定してから、医療スタッフは、何か質問がある時には連絡してもよいと伝えましたか。 5 0.9 

7 
Q7 治療が決定してから、医療スタッフは、副作用や気になる症状が現れた時にはすぐに知らせるよう伝

えましたか。 
4 0.7 

8 Q8 治療が決定してから、医療スタッフは、診察時間外の連絡方法についてわかりやすく伝えましたか。 7 1.3 

9 
Q9 治療が決定してから、医療スタッフは、がん治療に関わる意思決定にご家族やご友人が参加してもよ

いと伝えましたか。 
3 0.6 

10 Q10 最後にその病院で治療をうけたのはいつですか。 5 0.9 

11 
Q11 その病院において診察は何回程度ありましたか。メールや電話相談は含みません（入院期間を除

きます）。 
3 0.6 

12 Q12 その病院に緊急で連絡をとったことがありますか。 3 0.6 

13 Q13 Q12の際、すぐに診てもらえましたか。 2 0.4 

14 Q14 その病院で、検査や受診の予約をしたことがありますか。 4 0.7 

15 Q15 Q14の際、すぐに予約がとれましたか。 2 0.4 

16 Q16 病気に関する質問をするため、診療時間内にその病院に連絡をしたことはありますか。 6 1.1 

17 Q17 Q16の際、その日のうちに回答を得られましたか。 0 0.0 

18 Q18 担当の医師や看護師の指示や注意点に関する説明はわかりやすかったですか。 2 0.4 

19 Q19 担当の医師や看護師はあなたの話をどれくらい聞いてくれましたか。 5 0.9 

20 Q20 担当の医師や看護師はあなたの病気に関する情報を常に把握していたと思いますか。 1 0.2 

21 Q21 担当の医師や看護師はあなたの思いや気持ちを尊重しようとしていましたか。 7 1.3 

22 Q22 担当の医師や看護師はあなたに十分な時間をとって対応してくれましたか。 4 0.7 

23 Q23 担当の医師が、血液検査、X線検査、またはその他の検査を追加したことがありましたか。 2 0.4 

24 
Q24 その病院では、行われた血液検査、X線検査、またはその他の検査の結果の説明をしてくれました

か。 
2 0.4 

25 Q25 処方された内服薬を服用しましたか。 6 1.1 

26 Q26 担当の医師や看護師と、服用中の薬について相談しましたか。 4 0.7 

27 Q27 担当の医師や看護師と、がんによる痛み、または治療による痛みについて相談しましたか。 8 1.5 

28 Q28 がんによる痛み、または治療による痛みがありましたか。 0 0.0 

29 Q29 担当の医師や看護師は、この痛みについて助言や何らかの支援をしましたか。 3 0.6 

30 Q30 担当の医師や看護師と、がんや治療にともなう体調の変化について相談しましたか。 4 0.7 
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31 Q31 病気や治療にともなう体調の変化に悩まされることがありましたか。 2 0.4 

32 Q32 担当の医師や看護師は、この体調の変化に対して助言や何らかの支援をしましたか。 5 0.9 

33 
Q33 担当の医師や看護師と、がんや治療に関連した不安などの精神的な問題について相談しました

か。 
6 1.1 

34 Q34 がんや治療に関連した不安などの精神的な問題がありましたか。 2 0.4 

35 Q35 担当の医師や看護師は、この精神面の問題に対して助言や何らかの支援をしましたか。 5 0.9 

36 
Q36 在宅におけるがん医療には、在宅医療、特別な医療機器、または特別な備品などのサービスがあ

ります。このようなサービスについて話しがありましたか。 
1 0.2 

37 Q37 担当の医師や看護師と、治療期間中の食事や運動などの方法について相談しましたか。 4 0.7 

38 
Q38 担当医師や看護師を総合して 0 から 10 の数字で評価してください。尚、0が最低の医師や看護

師、10 を最高の医師や看護師としてください。 
6 1.1 

39 
Q39 その病院でのがん医療全般について、あなたの経験を 0 から 10 の数字で評価してください。尚、0

が最低の医療経験、10 を最高の医療経験としてください。 
9 1.7 

40 Q40 その病院の受付・手続きなどの事務員の対応は十分なものでしたか。 3 0.6 

41 Q41 その病院の受付・手続きなどの事務員は、礼儀をもってあなたに接していましたか。 5 0.9 

42 Q42 あなたのがん治療について、どのように意思決定をしたいとお考えですか。 0 0.0 

43 Q43 がん治療のため入院をしましたか。 2 0.4 

44 Q44 現在のあなたの全身の健康状態について評価してください。 2 0.4 

45 Q45 現在のあなたの精神面または情緒面について、評価してください。 4 0.7 
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